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第７回子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ 

議事次第 

 

 

日 時：平成29年７月３日（月）17:29～20:01 

場 所：TKP新橋カンファレンスセンター 

    ホール5B（５階） 

 

 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

（１）今後のスケジュールについて 

（２）意見交換 

・中核市・特別区における設置、要保護児童通告のあり方及び児童相談所業務のあ

り方について 他 

（３）その他 

 

３．閉 会 
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○結城課長補佐 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第７回「子ども家庭福

祉人材の専門性確保ワーキンググループ」を開催いたします。 

 構成員の皆様には、お忙しい中お集まりいただきまして、まことにありがとうございま

す。 

 なお、本日、衣斐構成員、八木構成員、山田構成員、山本構成員からは御欠席の御連絡

をいただいております。また、西澤座長代理におかれましては、御都合により途中退席さ

れますことを御承知おきいただければと思います。 

 まず初めに、資料の確認をさせていただきます。 

 配付資料は、右肩に番号を付しておりますけれども、資料１～３の３種類と、参考資料

１～５の５種類となっております。資料の欠落等ございましたら、事務局までお申し付け

ください。よろしいでしょうか。 

 それでは、カメラの撮影はここまでとさせていただきます。 

（カメラ撮影終了） 

○結城課長補佐 これより先の議事は山縣座長にお願いしたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

○山縣座長 この間、間があいてしまって申しわけありませんでした。 

 再開ということになりますけれども、このワーキンググループ、振り返っていただきま

すと、大きく２つの課題を国のほうから諮問を受けています。１つは、研修の話です。こ

れについては、既に一定の答えを出して、この４月から研修体制等が始まっています。も

う一つが、児童相談所の業務の体制強化についての検討の部分が途中でとまってしまった

ということになるわけですけれども、本日は「中核市・特別区における児童相談所設置、

要保護児童通告のあり方及び児童相談所業務のあり方」についてという課題について、引

き続き検討させていただこうと思っています。 

 ここでの論点とか、本日は奥山構成員にも出席いただいていますけれども、そこでやっ

ている委員会の報告書を現在作成中ですが、その中にも当然反映してほしい、反映すべき

という前提で、今までの議論をもとに、ある程度予想される、出ていた意見をベースに、

少し案を入れています。その辺も含めて、本日の御意見でそちらの反映もしていこうと思

っていますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 では、事務局のほうからスケジュールの確認等、資料１と２についてお願いしたいと思

います。 

○結城課長補佐 まず、資料１は、第５回、第６回の資料で既にお示ししているものを若

干修正したものでございます。主な修正箇所としましては、今後のスケジュール（大枠の

イメージ）と書いております一番上の箱でございます。中核市・特別区における設置、通

告のあり方、児相業務のあり方の部分でございますが、今、山縣座長からもお話しいただ

きましたとおり、この３つのテーマにつきましては、少し上を見ていただきますと、これ

まで第５回、第６回で２回にわたって論点の洗い出しを行いまして、本日、追加論点の洗
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い出しも含めて論点整理をしていただくということになっています。 

 今後、こちらのテーマにつきましては、第８回以降にさらに議論を深めていただく必要

のある論点について、順次議論いただくという流れになっております。 

 大きな修正点は以上でございます。 

 次に、資料２をごらんください。第５回、第６回で本当にさまざまな観点から非常に多

くの論点を洗い出していただきましたが、どれも重要な御意見でしたけれども、その中か

ら主なものをピックアップさせていただいたものでございます。 

 順に見ていきますと、中核市・特別区における児相設置に関しましては、全体を通して

多かったのは、括弧書きでも書いておりますけれども、これから中核市・特別区が設置す

る児相は、都道府県の児童相談所のコピーではなくて、その特性を活かした新しい児童相

談所のあり方を検討するべきといったことが多く聞かれました。 

 具体的には、１つ目のひし形のポツですけれども、通告先を児童相談所と市区、いずれ

も設けるべきか、一元化すべきか。 

 それから、４つ目のポツにございますように、児童相談所はよりハードな役割を担って、

市区は拠点を設けるなどによってソフトな役割を担うことで役割を分ける必要があるので

はないかといった御意見。 

 それから、真ん中より下に括弧書きで、中核市などが児相を設置する上での課題につい

てと記載しておりますけれども、その下の１つ目のポツで、経過措置としてスーパーバイ

ザーの任用要件の緩和が必要ではないかといった点であったり、４つ目のポツにあります

ように、一時保護のあり方や社会的養護の準備体制も重要な課題といった御意見をいただ

いたところでございます。 

 １枚おめくりください。要保護児童通告のあり方に関しましては、１つ目のポツにあり

ますように、通告先を通告者の判断に任せていること。また、重症ケースが市区町村に入

ったり、軽症ケースが児相に入るなどのミスマッチを解決するためには、トリアージをす

るセンターが必要なのではないかといった御意見。 

 ２つ目のポツにあるように、トリアージセンターを設置する場合には、専門的な訓練を

受けた人材を置くことと、必要な情報にアクセスできることが必要といった御意見。 

 それから、４つ目のポツにありますように、都道府県と市町村間の行政主体をまたいで

のトリアージというのは、現状のように情報連携が十分にできていない中ではなかなか現

実性がないのではないかといった御意見。 

 それから、下から２つ目のポツにありますように、まずは２層構造になっていない政令

市や中核市でこういった取り組みをやってみて、諸問題をどう解決していくかということ

を検討してはどうかといった御意見がありました。 

 もう一枚おめくりください。こちらは、児童相談所の業務のあり方に関しましては、１

つ目のポツとして、調査保護機能と支援機能を分ける必要があるのではないかといった御

意見が大変多く聞かれました。 
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 他には、３と４ポツ目にあるように、機能分化をしてみたものの、うまくいかないで、

もとに戻しているようなところもあって、こういったところも検討する必要があるといっ

た御意見。 

 それから、下から２つ目のポツにありますように、児相の業務のある部分は専門性を高

めるとともに、例えば療育手帳の業務といったものは、他の機関に移管してもよいのでは

ないかといった御意見をいただきました。 

 こちらはあくまでピックアップしたものでございますけれども、これの全体版について

は、参考資料１と２としまして資料を配付していますので、適宜御参照いただければと思

います。 

 ちょっと資料以外のことで１点、お願いといいますか、御連絡ですが、本日、資料とし

て配付できていなくて大変恐縮でございますが、今回、御議論いただくテーマの一つであ

る児相業務のあり方に関連する委託研究としまして、今年度、児相の支援と介入の分化に

ついての実態調査といったものを行いたいと考えております。調査のイメージとしまして

は、実際に機能を分けているところであったり、先ほど申し上げたように分けていたのだ

けれども、やめたところなどを対象に、どのような手法で行ったのか、メリット、デメリ

ットとか、失敗した点について調査を行うことをイメージしております。 

 これまでの議論を参考に調査設計をこれから行っていくところでございますが、本日、

御議論いただく中で、こういった観点についても盛り込むべきといった御意見がございま

したら、できるだけ反映させたいと思っておりますので、この点に関しても御意見いただ

ければ幸いでございます。 

 以上です。 

○山縣座長 ありがとうございました。 

 それで、ここから先は自由に皆さん方のほうから意見を聞こうと思っています。資料２

にありますように、大枠のイメージは３つのテーマということですけれども、特に時間を

決めて進行はしない。今まで、それをやろうとして進行管理ができなかったものですから、

言いたいテーマ、またがった議論を当然していただいていいと考えております。事務局に

は迷惑をかけますが、それに基づいて逆に整理してもらうという形でお願いしていこうと

思います。 

 まず、取りかかりですが、今回、山田構成員は欠席ですけれども、坂入構成員と鈴木構

成員から丁寧なたくさんの資料をいただいております。これを先にお話しいただこうかな

と思っているのですけれども、よろしいでしょうか。どちらからでも。鈴木構成員から、

これをもとに。 

○鈴木構成員 静岡県の鈴木です。よろしくお願いします。せっかく資料を出させていた

だいたので、稚拙ですけれども、説明させていただきます。要保護児童通告のあり方及び

児童相談所業務のあり方について意見を述べさせていただきます。意見については、出さ

せていただいたとおり、詳しくはそちらのほうに記載させていただいておりますので、補
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足という形で発言させていただきます。 

 今後の児童相談所業務のあり方として、基本的な項目として資料に出させていただいた

ものは、平成28年３月に出された提言に沿って、本県の児童相談所を位置づける。自分自

身の業務経験や現実的な感覚を踏まえて示させていただいたつもりです。 

 図を資料のほうにつけてありますけれども、市町村が児童相談、提言では自発的ニード

に基づくものと表現されていたかと思うのですが、それを基本的に市町村が担うものと位

置づけております。児童相談所では、そういった事案のうち、専門的な対応や施設入所等

の措置を行う必要が生じた事案について送致を受けて、必要な支援を行うものとさせてい

ただいています。 

 一方、児童虐待に関する通告に対しては、まず通告者が通告先の選択を強いることの解

消のために、一元化された通告の受理窓口が対応することと考えました。一元化窓口は全

国単位というのが望ましいと思うのですけれども、聞き取り内容から対応機関を振り分け

るということを含めるのであれば、地域資源の状況がわかっているという必要性と、一方

で聞き取りのばらつきをなくすことの必要性を両立するとすれば、現実的には都道府県単

位という大きさが望ましいのではないかと思っています。また、一元化した場合であって

も、警察等を窓口とした通報もあるかと思いますので、そういった経路の整理もあわせて

必要かなと思いました。 

 少なくとも、必要な事項は、それぞれ通告受理、調査・初期介入、継続的支援、そして

ニードに基づく支援の４つが明確に分離されていること。そして、それぞれが他とつなが

る関係になっていることが重要ではないかと思っています。 

 ただ、図では、通告受理機関と調査・初期介入機関をそれぞれの機能に従って２つの機

関として記載しておりますけれども、一体化された機関でもいいのかなと思っています。

いずれであっても、そういった機関には、必要な情報にアクセスできる権限、システム環

境、あと人的な面も含む機動性や即応性が整備されることが必要だと思っています。 

 図には記載していないのですけれども、一時保護所というのがこのシステムのどこに位

置づけたらいいのかというのは、なかなか考えがまとまらずにおりましたので、書いてい

ないのですけれども、一時保護の機能や運用について慎重に検討していく必要があるのか

なと思っています。 

 あと、１点重要なのが調査・介入、初期介入機関であり、現在の児童相談所という一つ

の機関が介入という二面性を持つことへの難しさを解消するため、児童相談所ではない看

板も含めてですけれども、できる限りそういった機関としたほうがよいのではないかと思

っています。 

 また、通告受理機関や調査・初期介入機関に従事する職員の専門性や任用、資格要件、

そしてその人材をどのように育成するかに関する検討は必要だと思いますし、そういった

点での環境整備はお願いしたいなと思っています。 

 そして、児童相談所は初期介入の終了後からの継続的な支援機関としての役割や、地域



7 

 

でのマネジメント機能を担うのが望ましいのではないかと思っています。 

 最後になりますが、初期介入チームを設置し、虐待通告に対応している児童相談所があ

ると思います。先ほどの調査研究を行うという事務局さんのほうからの御報告もあったと

思いますけれども、そういった形で実施している児童相談所から、その業務の状況だけで

なく、専門性の確保をどうしているのか、従事する職員のメンタルヘルスは一体どうなっ

ているのかというところも、ヒアリングを本ワーキングの一方でやっていただけたらいい

かなと、検証していただけたらいいなと考えています。 

 すみません、以上になります。 

○山縣座長 ありがとうございました。 

 １つ確認させてもらっていいですか。通告受理機関と調査・初期介入機関が一緒でもい

いよ、その可能性もありますよという話と、そこは都道府県レベルに１個でいいのではな

いか。それをセットにすると、市町村は虐待通告の機関にはならなくなるという前提の絵

ですか、それとも市町村は受けるけれども、いろいろな分類をせずに全部都道府県に回す

という意味合いですか。 

○鈴木構成員 独立した一つの機関と考えていて、その構成人員として市町の方が入って

くるというのはありなのかなと。 

○山縣座長 なるほど。 

 もう一つ、初期介入まで外部でも可能性があるという書き方になっています。そのとき

の初期介入というのは、どの程度までをイメージしておられますか。 

○鈴木構成員 図にも描いてあるとおりですけれども、聞き取りの内容から、それを現実

に確認しに行くという行為が初期介入機関には必要だと思います。そこで現実を見たとき

に、どの程度の重症度と緊急度なのかというのを確立して、それによって保護の可否を決

定して、その機関が幾つぐらい必要なのかというところまで判断する。 

○山縣座長 トリアージの情報収集というイメージということ。支援そのものではない。 

○鈴木構成員 そうです。 

○山縣座長 わかりました。そういう御意見だそうです。 

 では、坂入構成員。 

○坂入構成員 私のほうから、意見として２つ出させていただいております。話の流れか

ら、先に６ページの「要保護児童通告のあり方に関する意見」というところから御説明さ

せていただければと思います。今、鈴木構成員のほうから、将来的なイメージ、将来的に

構築すべきものという御説明をいただいたのですけれども、私、２月１日に開催したとき

に、目の前に189に伴うコールセンター方式がすぐに始まるということで、どちらかという

と近い将来についての御意見を述べさせていただいております。 

 189、３桁化に伴って、携帯電話等からの入電についてコールセンター方式とするに際し、

この電話自体が市区町村の子ども家庭相談窓口につながるようにすべきと考えております。 

 そもそも平成16年児童福祉法改正以来、児童虐待通告、住民からの通告はまず市区町村
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に入ることが多くなってきている。そういった中で、よりわかりやすくということで３桁

化がなされたわけですけれども、その結果、住民からの通告についても、以前と同じよう

に児童相談所に入るようになっている。警察からのDV目撃による心理的虐待の書類通告と

ともに、児童相談所の負担が非常に重くなり、本来的な機能を発揮することがなかなか困

難になってきているのではないかと考えております。 

 そういう意味では、意見のところの下から３行目ですけれども、今、「児童相談所全国通

報ダイヤル」という名称に今なっておりますけれども、将来的に「児童虐待通告相談全国

共通ダイヤル」とか、そのようなものに変更していただき、特に目の前に迫っております

けれども、29年度に行われる携帯電話等からの入電に関しては、この部分についてだけで

すけれども、オペレータが出て、コールセンター方式とする際には、市町村のほうにつな

がるようにすべきかなと考えております 

 もちろん、各都道府県等と市区町村の役割分担の考え方や、市区町村の相談体制、特に

開庁時間の問題であるとか土日の問題であるとか、また制限はあるかと思いますけれども、

その整備の状況によって差異はありますけれども、できるところから実施し、都道府県の

実情に応じて検討すべきであると考えております。 

 コールセンターにしたときに、それをどう振り分けるのかというところですけれども、

余り細かくコールセンターで聞くというよりは、生命に危険が迫っている、今すぐ警察に

連絡する必要があるもの。病院からの通告等、既に重篤な事態が発生しているもの。それ

から、市区町村の持つ情報に基づく調査をまずは行うべきもの等に分類して、振り分けを

行うというのがよろしいのかなと考えております。 

 こういった意味で、まずは児童相談所一元化というところで189が入っているのですけれ

ども、市区町村にも本来的に第一義的な通告が入るような形にすることが望ましいのでは

ないかと考えています。 

 これが１つ目です。 

 次、また違うテーマになるのですけれども、続けてよろしいでしょうか。 

○山縣座長 はい。 

○坂入構成員 それでは、１ページ目のほうに移ります。概要版として、カラーで５ペー

ジに載せさせていただいているのですけれども、この図でわかりにくい、ちょっと誤解を

生むのではないかという指摘がありました。それは、心理担当支援員（子ども家庭総合支

援拠点）と、右側に児童心理司の対比で矢印をつけてあるのですけれども、これはあくま

でも現在の児童相談所運営指針あるいは市町村ガイドラインで掲載されているものを引用

してきたものでございます。私が考えたものではございません。この矢印は、対比という

ことでつけているものでございます。 

 それでは、最初のほうに戻って御説明させていただくお時間をいただければと思います。 

 今回の児童福祉法改正及び３月31日発出の各指針等において、子どもの権利と安全を守

るため、児童相談所は介入的役割がより強く求められ、市町村にはこれまで以上に子ども
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家庭を支援する役割が求められるようになってきたかと思います。 

 これを具体化するために、「『市区町村子ども家庭総合支援拠点』設置運営要綱」におい

て、子ども家庭総合支援拠点（以下「支援拠点」）に関する設置趣旨、理念、実施主体、設

備、専門性が示されたところでございます。住民に身近な市区町村における、児童の権利

を守る機関としての支援拠点の機能、役割が明確になったことは大きな前進であり、特に

子ども家庭支援を担う職員配置、職務、資格等について定められたことは、専門性確保の

観点から重要と考えます。 

 すなわち、支援拠点には、①子ども家庭支援員、②心理担当支援員、③児童虐待対応専

門員等を置くことができるとされ、それぞれの資格等に関する要件が定められました。特

に、「大学や大学院において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程を修めて卒業

した者等」により「心理アセスメント」や「子どもや保護者等の心理的側面からのケアを

担う」心理担当支援員について定められたことは、支援拠点の専門的機能の充実に大きく

寄与するものと考えます。 

 しかし、児童福祉分野でも、児童福祉施設や児童相談所を別にすると、市区町村の子ど

も家庭相談を担当する部署に心理職はこれまでほとんど配置されてきておりません。また、

支援拠点における心理担当支援員の配置基準は中規模型以上について常時１～２名と少数

職種で先例がない、つまり引き継ぐモデルがないことから、その役割、業務について例示

することが、子どもの権利を守り、子ども家庭福祉の向上を担う新たな機関である「子ど

も家庭総合支援拠点」の出発に際して必要と考え、本意見をまとめたものでございます。 

 とりわけ、特別区においては、児童相談所設置に向けて、この子ども家庭相談を担う子

ども家庭支援センター等への心理職の採用・配置も進めております。また、特別区の人事

採用を担っている特別区人事委員会においても、28年度は心理職の統一採用を行っており

ませんが、29年度は36名の採用予定を見込んで試験を行っており、児童相談所設置に向け

た人事採用に積極的に取り組んでいると聞いております。 

 児童相談所における児童心理司ですので、一義的には児童相談所への派遣研修により児

童心理司業務を経験し、学ぶことが必要であり、これを早急に進めていくことが必須であ

ります。同時に、区に児童相談所が設置された際にも、介入的役割と支援的役割を担う部

署が別の機関であることが望まれると思います。将来、児童相談所が設置され、児童心理

司として異動する者もあるでしょうが、支援拠点における心理担当支援員として心理アセ

スメント、心理的側面からのケアを担う業務の経験は、将来の児童心理司としての専門性

を高め、その幅を広げるという意味でも重要です。このようなことから、支援拠点におけ

る心理担当支援員としてのその役割、業務を示すことが必要と考えます。 

 現状ということで、本文のほうにまた戻りますけれども、心理職教育の現状についてと

いうことで、 

 現在の心理を専攻する者の多くは、臨床心理学であり、面接室モデル、１対１の相談と

いうことを中心に学んできている者が多いと思います。そういう中では、支援拠点という
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のはどちらかというとアウトリーチ、外に出ていくことを基本にしていかないと、その業

務、仕事が成り立たないのではないかと考えております。その根拠として、先行研究とい

うところで書いているのですけれども、「心理職の役割の明確化と育成に関する研究」とい

うところで、生活の場が治療的であることが望まれる福祉領域では、心理職者にも生活の

場での支援、アウトリーチが求められているということ。 

 それから、公認心理師カリキュラムの検討においても、児童相談所についてと書かれて

おりますけれども、子ども虐待問題に対する十分な理解と、ニーズのない当事者とも子ど

もの安全という視点を中心に、幅広く関係を構築する能力が求められているとされており

ます。 

 こういうことから、アセスメントというところになるのですけれども、アセスメントと

いうと、心理検査ということがイメージされる心理を専攻される方が多いのですけれども、

支援拠点におけるアセスメントを考えた場合に、まずは児童の安全を確認するとともに、

子どもとの面接あるいは保護者との面接をもってアセスメントをしていかなければならな

い。標準化されたテストを用いることはなかなか困難である。会話によって保護者の養育

能力、精神状態、現実検討能力といった家族機能の評価といったものを行った上で、支援

の方向性を決めていく必要があると考えます。そういう意味では、まずはアウトリーチを

して生活を営む場に出ていくということが、心理担当支援員についても必要ではないかと

考えます。 

 それから、相談関係の構築についてということですけれども、児童虐待通告を契機とし

ている場合には、保護者はみずから支援を求めておらず、むしろ虐待を疑われたことにつ

いて怒りや悲しみの感情を抱いている。つまり、保護者は当初は心理的ケア等は求めてお

らず、対立したり拒絶している場合が多い。そういった場合に、心理担当支援員は、支援

に拒絶的な保護者と対立する場面からかかわり、信頼関係を構築し、相談関係を作ること

から支援を行わなければならないと思います。 

 拒絶的な保護者だからこそ、虐待通告の調査段階から怒りの感情を受けとめ、これまで

の子育てをねぎらうとともに、共感的に受けとめ、信頼関係を形成した上で日常生活の愚

痴や子育ての困りごとといったものを聞く中で、援助関係、相談関係を作っていく必要が

あると思います。 

 あと、それ以下、心理担当支援員として必要な専門的技術について述べさせていただい

ておりまして、業務についてということでは、多様な問題に対応する必要はあるけれども、

まずは子ども第一に考えていただく仕事を組み立てていくことが必要であるかと思います。 

 おわりにというところで、私自身、心理職として子ども家庭支援センターで業務を行っ

てきましたけれども、臨床心理学という枠組みの中になかなかとどまれない、社会福祉の

社会福祉援助技術に重なっている部分が大いにあると思いますけれども、学問的な枠組み

というよりは、社会的な要請に応じられるよう、対人援助という視点に立った「子ども家

庭支援拠点における心理担当支援員の専門性」という枠組みを作っていくことが必要なの
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かなと思います。 

 なお、29年２月20日に虐待防止対策推進室が出しておられる自治体向けFAQにおいて、心

理を修めた者等となっているけれども、その「等」というのはどのような者を想定してい

るのかということに対して、精神保健福祉士あるいは社会福祉士であっても、実際に心理

的なケアを経験した者であればよろしいと答えを作っておられます。私も必ずしも心理で

なければならないとは思いません。いかに支援拠点におけるこの業務を担った上で、そこ

の現場に合ったニーズに応えられるか、その専門性を発揮できる方であるならばよろしい

のかと思います。 

 こういったことが支援拠点における業務を明確化することによって、ひいては児童相談

所との役割分担であり、将来的な児童相談所を担う職員の育成に重要なのではないかとい

うところでございます。 

○山縣座長 後者については、市町村の心理職を中心とした基本的な姿勢とか中身をお話

しいただいたのですが、その中には、中核市・特別区が児童相談所に移行する可能性があ

るので、そこではこういうことをしっかり意識してほしいという趣旨ではないかと理解し

ました。 

 前者のほうですけれども、先ほどの鈴木構成員とは違う考え方と理解していいですね。

市町村が法律どおり第１にまとめて、トリアージも直接やるかどうかは別にして、市町村

中心にという考え方。 

○坂入構成員 市町村にも、トリアージをした上で通告を回す。そして対応するというほ

うが望ましいのではないか。 

○山縣座長 そういう意見だという違う意見が出ているということ。 

○奥山構成員 済みません、確認ですが、どこがトリアージするのですか。 

○坂入構成員 トリアージの機関についてまでは、ここでは触れておりません。私として

は、児童相談所が担っていただくのがよろしいのではないかと考えております。 

○山縣座長 私、市町村だと思って聞いていたのです。 

○奥山構成員 なので、私もそこははっきりさせたいのですけれども、通告を一元化して

受けて、トリアージするのはどこですか。 

○坂入構成員 携帯電話から入った電話に関しては、まずはオペレータが出るということ

が今、検討されていると聞いています。 

○奥山構成員 そのオペレータはトリアージするオペレータではなくて、電話をつなぐオ

ペレータです。（事務局に向かって）そうですね。 

○結城課長補佐 今の段階ではそうです。 

○奥山構成員 ですので、トリアージをどこかがしなければならない。オペレーターにつ

ながれたところがトリアージしなければならないわけです。つまり、189をつなぐ先はどこ

なのだというと、市町村とお考えなのでしょうか。さっきのお話だと、189が市町村につな

がればいいということになれば、市町村が全部24時間365日、トリアージするということに
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なるわけです。 

○坂入構成員 私は、オペレータそのものがイコール、トリアージであり、専門機関であ

ると考えて。 

○奥山構成員 ということは、全国で１カ所、トリアージする場所を作り、それが振り分

けて、それぞれの児童相談所か市町村に送ればいいというのが先生のお考えでしょうか。 

○坂入構成員 オペレータというのは１カ所になるのですか。 

○結城課長補佐 今、１カ所を想定しています。本年度にやることは、利便性の向上とい

うことを意図してやるものなので、まだちょっとトリアージということまで、正直申し上

げますと進んだものではないです。 

○坂入構成員 わかりました。私は、とりあえず都道府県が受けて、そこで回していくこ

とをイメージしているものですから。そこは私の認識が誤っていると思います。 

○山縣座長 今までの議論は、トリアージは都道府県レベルという感じの意見が多く出て

います。かつ、そこを行政が直接やるのか、第三者に出すのか、それは両方の意見が出て

いる。直接やるという意見もあったし、外部の専門機関を作って、そこに委託するという

考え方も両方の意見が出ているということだと思います。189にトリアージをつける話と、

市町村にトリアージをつける話は、きょう、初めて聞いたような。そこまでは意見は出て

いなかったのではないかと思います。 

○奥山構成員 坂入先生のおっしゃっているのは、トリアージされたもので、市町村にか

かわるものは回してくださいということなので、市町村が窓口になってトリアージすると

いうのとは、ちょっと違うのかもしれないと思いました。 

○山縣座長 今までベースとなった議論があって、あとは189がやるのかどうかというのが

新しい観点かなと思います。 

○影山構成員 今、座長のほうにまとめていただいた部分ですけれども、トリアージ前提

というところで話が出ているような形ですが、今までの議論の中では、必ずしもそこでの

合意には至っていなかったのではないかと理解しています。 

○山縣座長 そのとおりです。意見が出ていたという話です。 

○影山構成員 はい。 

○山縣座長 続いて、今のお二方の意見にどうこうということではなくて、本日の３つの

主なテーマに関して自由に意見を言っていただければ、あるいは今のお二方に対しての質

問なり、反論なり、同意なり。 

 では、田﨑構成員。 

○田﨑構成員 私は、鈴木構成員の考え方のように、トリアージは一番専門性を持ってい

る人がやらないといけないと思っていて、私は児童相談所がやるべき。それは、通告は一

元化されるべきかなと思っています。そうでないと、市町村と両方に来た場合に、その重

症度が的確に判断できなくて、見落としという言い方がいいかわかりませんけれども、あ

ってということがある。 
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 なので、虐待の重症度に関しては、リスクの判断というのは、虐待を一番たくさん扱っ

ていて、経験もあってという人がやるべきかなと思いますので、できれば児童相談所の初

期対応の職員みたいな形で、一元化で、そこがきちんと振り分けて、振り分けるところは

先ほどもおっしゃっていましたけれども、ある程度の調査ができてという形が一番スピー

ディーで的確に判断できて、振り分けて、安全が守られる形ではないかなと思います。 

○山縣座長 トリアージは必要であるということと、それは児童相談所がやるべきである。

都道府県レベルだけではなくて児童相談所と考える。これは、これまでのデータの関係で

言うと、何もかも児童相談所がやるから難しいのではないかという意見も出ている。 

○田﨑構成員 ただ、それは児童相談所じゃないとしたら、先ほど言ったように外部委託

みたいな話も出ましたけれども、きちんと訓練されてというのであれば、外部機関でもい

いのかもしれないと思います。とにかく、トリアージというのは結構専門性がないと、見

逃したりとか、判断がすごく難しかったりする。 

 あと、先ほど、ある程度の浅いところでトリアージをするみたいな話もありましたけれ

ども、それもなかなか難しいことで、できるところまでそこで調べて、きちんとトリアー

ジしないと、見落としが出たり、振り分けの間違いが出たりするのではないかと思います。 

○山縣座長 ありがとうございます。 

 では、坂入構成員。 

○坂入構成員 トリアージするためには、基本となる情報が必要だと思います。先達ても

アメリカの例を御紹介いただいたところだと思いますけれども、今、市町村においては、

母子保健の健診の情報に関しても、まだ電子化もされていない。紙ベースでやっていると

ころもありますし、なおかつ、それを一元化する、情報としてネットワークを組むという

こと自体がさまざまな障害があるかなと思います。長い将来を見据えて、そういった方法

のほうが多分よろしいのかなと思うのですけれども、当面、現状を考えたときに、トリア

ージを情報がない中で行うというのは、そういう意味では簡易的にというレベルでしかや

りようがないのではないかと考えます。 

○山縣座長 では、安部構成員、その後、影山構成員。 

○安部構成員 市町村の人と話をすると、虐待通告、トリアージセンターという話が出て

いるのですけれども、これは２つあって、１つは、189による、身元が不明で情報もはっき

りしない場合。もう一つ課題なのは、警察からのDVが絡む心理的虐待での件数が増大して、

それに忙殺されているというのがあります。 

 市町村の人と話をすると、市町村には関係機関から心配という形で、かなりリスクが高

いケースが入ってきている。それは、身元がはっきりしているし、具体的にこういうとこ

ろが心配というところが、虐待通告という形をとらずに、結果としては虐待として受理す

るのですけれども、通告という形ではなくて、相談という形でかなりリスクが高い情報が

入ってきている。それで、市町村はかなりリスクが高いケースで、なおかつ要対協でかな

り膨大な量を確保している。つまり、児童相談所もぱんぱん、市町村もぱんぱん、これで
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トリアージされて、これは軽いから市町村と言われたら、とてもたまらない。今の体制で

はやっていけないという、どっちも行き詰まっている状態。 

 これを抜本的に変えていこうというのがここの議論であって、その１つが、少なくとも

電話相談とか身元のはっきりしない、状況もはっきりしないレベルをどこかで調査しよう

ということだと思うのですけれども、もう一方で、軽いから市町村と言われても、もう市

町村はそれをやれるかという具体的な心配もあるかなと思います。 

○山縣座長 新たな論点としては、通告という形式をとらない相談をどう取り扱うか。今、

通告を前提にしたことをやっていましたけれども、それ以外にも重要なものがある。 

 では、影山構成員。 

○影山構成員 今、安部構成員もおっしゃいましたけれども、児童相談所の場合、警察か

らのDV通告の割合が圧倒的に増えてきて、数も割合も増えてきている。北海道のほうへ行

けば６割を超えるような状況で、その辺の課題は非常に大きい。 

 もう一つは、189でトリアージという話をしたとき、以前山田構成員のほうからもお話が

あって、80万規模で30人弱の職員。それだけの専門職が本当に置けるのかというところは

かなり課題だろう。児童相談所あるいは都道府県と言ったときも、人口規模とかが全く違

うので、例えば東京と鳥取県をどういうふうに同じように１つと見られるのか。1,300万と

60万規模の都道府県を一律には語れないだろう。児童相談所についても、非常に規模の地

域差というのは激しいので、虐待件数も一時保護の件数も10倍単位で違うわけですね。 

 そういう中で、何か今、話を聞いていると、都道府県とか児童相談所と、一つのものと

して話が進んでいるように思うのですけれども、その辺の相談件数の規模とか人口規模と

か地域性とか、ある程度加味して考えていかないと、１つではなかなかうまくいかないだ

ろうということを感じるところでございます。 

○山縣座長 笹川構成員。 

○笹川構成員 この５月、６月には、各市町村の要対協の代表者会議が開催されています。

そのときに前年度の統計を報告されるのですけれども、市町村が受理する虐待の通告経路

は児童相談所からが多い。なぜかというと、泣き声などで通告される方は、自分の市町村

の児童虐待通告窓口の電話番号を調べて架けるよりも、児童相談所の番号のほうがどんど

ん啓発・広報しており、189もあるので手っ取り早いのです。手っ取り早い児童相談所のほ

うに架かってくる。 

 ところが、通告を受けた児童相談所は、その子が保育所に通っているのか、通っていな

いのか、健診を受けているのか、受けていないのかわからない。まず、そういう基本的な

部分は市町村に問い合わせる。市町村は問い合わせされた段階で、児童相談所からの通告

という経路が確定する。市町村はいろいろ調査した段階で、その結果を児童相談所に報告

する。それから市町村か児童相談所のどちらが主担当になって、主たる支援機関はどうし

ましょうかということを電話でやりとりする。そしてそれぞれが記録として残さないとい

けない。その数や労力が非常に大きい。 
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 そういうことを考えると、例えば各都道府県に１カ所のコールセンターみたいなものを

設ける。住所とかがわかった段階で、まず市町村のほうに通告内容を流す。市町村のほう

が基礎的な初期調査の項目、例えば生年月日や家族構成、所属や健診状況を調べることが

できるから。 

 もう一つ、虐待の重度とか最重度、中度の重い部分に関しては、現状では病院から直接、

児童相談所に通告される場合が多いように思う。事件性を帯びている場合は、警察から直

接、児童相談所に電話がかかってくる。一般の方々ではなく関係機関の方々は、虐待の緊

急度・重症度に応じて、児童相談所か市町村かに分けて通告されている。 

 一般の方々が気がかりで心配だというところをどういうふうに受け取るか。それも幾つ

かの窓口があるよりも、１本の電話番号のほうが利便性が高いのではないか。となってく

ると、それを児童相談所にその業務を負わせるのではなくて、コールセンターとかオペレ

ーションセンターとかトリアージセンターという、独立した機関を設けるべきということ

を思います。今までの皆さんの御意見を聞いたときに、何でこういうセンターという問題

が生じてきたか。それはそれぞれの機関に非常に負担があったのでその軽減を図ること、

虐待の緊急度や重症度と、それらに応じて対応する機関のミスマッチを防ぐという観点が

あったと思います。 

 県の機関、市町村の機関で持っている情報が全然違います。そういうことを考えると、

都道府県に１カ所の、名前はどう言うかわかりませんが、コールセンターと呼ぶか、オペ

レーションセンターと呼ぶかわかりませんが、そういうところを設ける。トリアージは、

少なくとも最低限度の情報を把握した段階で行われるべきことだろう。泣き声通告があっ

ても、市町村がずっと関わってきても拒否されるならば、市町村から児童相談所に、こう

いうケースで動いているのだけれども、家庭訪問が拒否されたという情報が入ってくると

思います。それが県と市町村の連携のスタートということになります。 

 そういうことを考えると、各都道府県に１カ所の、広く皆さんがかけやすいような一本

化の電話番号のセンターを将来的には作るべきかもしれません。現状の人員、人材の体制

では難しいので。次の段階として、そのセンターから市町村のほうに電話して、初期調査

の項目、所属とか妊娠期の情報、健診状況、保育所に入っているか、学校へ行っているか

ということを調べる。実際に48時間以内の安全確認なども、市町村の職員さんはやってお

られます。親御さんも児童相談所の職員が来るのではなくて、市町村の保健師さんの家庭

訪問のほうがほっとします。我々が突然家庭訪問して、泣かれたこともあります。そうい

う支援の視点との兼ね合いというか。 

 先ほど言いました、気がかり、心配、どうしようかというところから、実際の通告は始

まっていると思います。 

○山縣座長 通告のデータだけで言うと、先ほど何人かの方が言っておられましたけれど

も、通告元で特徴があるのは、警察は市町村にはあまり行かなくて都道府県に送る。それ

から、住民も市町村にはあまり行かなくて、都道府県に送る。一方、市町村に多く行くの
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は、学校、保育所。共通しているのは何かというと、お互いに都道府県は市町村に、市町

村は都道府県に通告してくる。行政間の通告関係というのは、データではたくさん出てく

るというのが数字的な特徴です。都道府県と市町村の関係というのは、今の説明の中でで

きるかなと思ったのだけれども、誰が通告するかによって行き先に特徴がある場合がある

のが、データから言える。 

 どうぞ。 

○奥山構成員 送致ではなくて通告をしているのですね。児相から市町村に通告している。 

○山縣座長 という形で出てきています。 

○奥山構成員 それはありなのですか。 

○笹川構成員 通告というよりも、児童相談所が通告を受理して調査です。調査の一環と

して市町村にかけるということです。 

○奥山構成員 通告するということは、普通ない。 

○笹川構成員 受理して、調査の一環として市町村の要対協に。市町村は、それを通告と

してカウントしてしまう。 

○奥山構成員 通告元が児童相談所というのが、市町村としてはあり。 

○笹川構成員 ありです。多いです。 

○山縣座長 都道府県という感じになって。中身は市町村と考えてもらう。 

 はい。 

○西澤座長代理 すみません、私、退席しなければならないので、ちょっとまとめてとい

うか。 

 今の話を聞いていて、それは何をもって通告とするかとか、ちょっと整理しないと。例

えば、児童相談所が出してくるデータは、都道府県によってまちまちで、合算した数字に

は何の意味もないというのが暗黙の了解ですよ。外部には出ていないけれども、だけれど

も、そういう事態が起こってくる。それぞれの市町村によってカウントの仕方が違うとい

う問題も起こっているので、ここは一気にそういうものも含めて整理しないといけないの

ではないか。だから、情報の照会とか調査の一環の連絡を通告とカウントされたら、統計

上、全然意味がない。 

 もう一つ、これもずっと問題になっていることですけれども、面前DVという新しい日本

語ができていますけれども、DV目撃に関して諸外国は虐待とは全然別のカウントの仕方を

しているのに、日本だけは心理的虐待に入れているので、日本では虐待の中で40％ぐらい

ですか。最も多くて国際的なデータと比較ができないという現状があって、国際学会に行

くたびに説明を求められるということが起こっているわけです。そこを整理しないといけ

ないのではないかと思う。 

 それから、あれはほぼ機械的に通告になっているので、もうちょっと警察庁なり警視庁

なりが、そこは何をするのかということを、単に児相に通告したらいいというシステムに

なっているがゆえに、児相現場が混乱して過重負担というさっきの話になっていくわけで、
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そこの部分も整理しないといけないと私は思う。 

 それから、トリアージサービスに関しては、わかりませんけれども、議論していても何

も出てこないのではないですか。とにかくやってみるというのが。それはモデル事業でも

何でもいいと思うのですけれども、船頭がいっぱいいるので船は山に登ってしまう、宇宙

に行ってしまうのではないかという不安さえ覚える。山田先生、ここにいないのであれで

すけれども、山田先生いわく、そんな高い専門性は要求されていないという話は、スクリ

ーニングワーカーに対してはされていたのではないかと思う。 

 私がサンフランシスコにいた時代、サンフランシスコの場合は社会福祉局の中にトリア

ージを行うコールセンターがあって、そこのスクリーニングワーカーはスクリーニングに

関してのみトレーニングを受けていて、そんなに高い専門性は持っていなかったと記憶し

ています。 

○田﨑構成員 スクリーニングに関して、ちゃんとトレーニングを受けているというのが

専門性で。 

○西澤座長代理 僕の経験では、社会福祉学を学んだバチェラーの人で、１週間の研修だ

ったと思います。その当時です。今から３年ぐらい前ですから、今はちょっとわかりませ

ん。だから、例えば児童相談所のOBの人たちに再研修をしてもらって、県に２カ所、そう

いうセンターを置くというのをまずモデル的にやってみて、それがどう回るのか。問題点

を具体的に出したほうがいいのではないかと思います。 

 すみません、長くなりました。 

○山縣座長 同じ話に集中しましたが、ほかのところでも意見を。はい。 

○藤林構成員 今の西澤先生の意見に関連して、ミスマッチがあって、児童相談所に本来

来るべきでない通報がいっぱい来ているのが現状で、これをどう打開していくのかという

のは、できることからやっていくというのに私は賛成です。その場合にいろいろなパター

ンがあって、多分、都道府県と政令市と中核市・特別区が、またタイプが違うわけです。

都道府県も、先ほど言われたように、東京と鳥取県でも違うので、全国一律にヨーイドン

ということは多分できないと思うので、できる条件が整っているところから始まっていく

というのが本来ではないか。 

 その場合に、それを児童相談所に置くのか、都道府県に置くのか、民間機関が担うのか、

これも選択肢があって、そこの地域性に沿っていいと思いますけれども、置く場所によっ

ては法改正が必要になってくるのではないか。通告先は、児童相談所、福祉事務所、市町

村となっているわけなのです。例えば児童相談所や市町村でなく、コールセンターを都道

府県主管課に置くという考え方もあるわけです。しかし、法律にはそういう規定がないわ

けです。 

 もう一つは、通告を受けたところが調査するという仕組みになっているけれども、通告

を受けたけれども、調査するのは他の機関となります。そうすると、トリアージセンター

にしてもコールセンターにしても、そこにどのような法改正が必要なのか、法改正しなく
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ても行けるのかというのを事務局のほうでも整理してもらったらいいのではないでしょう

か。 

 ついでにもう一つ、面前DVはもっとスピーディーに解決していくべき問題で、面前DVは

警察から市町村に通告してもいいのではないかと、全児相が何年も言っても全然変わらな

いので、これは多分変わらないと思います。そうすると、面前DVを受ける機関を児童相談

所と市区町村に分けていく、というトリアージもあわせて考えていくべきではないかと思

います。 

 以上です。 

○山縣座長 ありがとうございました。 

 はい。 

○安部構成員 安部です。 

 きょうの参考資料４「児童相談所の現状」の７ページ目に、児童相談所の相談経路とい

うのがあります。今、課題なのは、近隣・知人の17％、１万7,000人。これをどうするかと

いう議論と考えていいのかなと思います。私、とても不思議に思っていたのですけれども、

189の宣伝もそうですけれども、虐待通告は児童相談所へと厚生労働省がポスターを作って

いるのです。これを都道府県か市町村に予算を渡して、都道府県ごと、もしくは市町村ご

とに作ってくれ。児童相談所と市町村の名前を同時に印刷、両方にできるような形にすれ

ば、これは随分減るような気がします。 

 189をどうするかという問題もありますけれども、国が一方で市町村に子ども家庭支援を

一義的な場所ですよと言いながら、もう一方で児童相談所に情報が集中するようなPRとい

うか、広報をしているというのが私はとても不思議で、現状でも都道府県単位で印刷する

とか、区市町村ごとに印刷して、通告先を児童相談所の番号と市町村の番号と併記すると

いうことをすると、この近隣・知人の割合が随分減るのではないかと感じます。 

○山縣座長 はい。 

○奥山構成員 私は、それは反対です。というのは、189とわかりやすい番号にしていて、

なるべく通告を増やしたいというときに、児童相談所の電話番号と市町村の電話番号とあ

って、どっちにどうかけたらいいのかわからない状態になるのは、かえって危険だと思い

ます。だから、逆に言えば、もっと189に流すような形をとったほうがいいのであって、市

町村の電話番号、児童相談所の電話番号と長い電話番号が書いてあっても覚えないです。

「何かあったら189に電話してね」というところを宣伝しようとしているところなので、そ

ちらの方向で考えるべきではないかと思います。 

○山縣座長 はい。 

○影山構成員 189についても有料ダイヤルなのです。場合によっては、無料のもの。大阪

市などは、虐待通告の無料コールセンターを作っているわけです。189よりも無料のホット

ラインをちゃんと調べてかけてくるという話は聞いています。今、携帯などでかけ放題と

いうのがありますけれども、その辺を今後どうしていくのかというのも１つ考えなければ
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いけないと思います。 

 ただ、今の189自体が全国児童相談所共通ダイヤルだということで、そこの中には当然虐

待通告だけではなくて、子育て相談といったものも含めて入ってきている。今、児童相談

所ですから、24時間365日、基本的には受けていますけれども、これを市町村とかを考えた

ときに、1,700ある市町村が全て24時間365日体制で電話を受けられるかというと、そこは

ちょっと検討の余地があるかなと思います。 

○山縣座長 はい。 

○田中構成員 ちょっと教えていただきたい。今、189にかけると、最大の括りとしては都

道府県。それ以上、全国同じところにつながるということはないのですか。 

○結城課長補佐 かけていただきますと、最寄りの児童相談所につながるようになってい

ます。固定電話だと、それがすぐわかるようになっていますが、携帯電話だと、今までは

特定するための作業が必要だった。そういった意味では、今年度、コールセンターで早く

つなげる。基本的に最寄りの児相につながるようになっています。 

○田中構成員 携帯でコールセンターにかけたら、全部同じところにつながる。 

○結城課長補佐 コールセンターは、携帯からかけた場合に全国で１カ所のセンターにつ

ながって、そこから直接最寄りの児相につなげるような仕組みを今年度。 

○山縣座長 奥山構成員、さっきのところで、コールセンター的な189の機能と、それが今、

児童相談所に行くことになっている。それまで議論していた初期調査とかトリアージとい

うことと、189はくっついているイメージですか、それとも別途。 

○奥山構成員 先ほど来出ているようになかなか難しいのですけれども、私の意見として

も、トリアージをやってみるべきだと思うのです。それから、１カ所でやろうとしたら、

政令市、特別区、中核市のほうがやりいいと思います。だから、そういうところからでも

いいから、１カ所にセンター化して、区なら両方、区ですから、同じところの情報なので、

それを使ってやるところからまずやってみるというのが一番いいのではないかと思います。 

 まずそれをやってみて、都道府県では市区町村の情報にいろいろな問題があるので、デ

ータベース化して、情報をちゃんと共有できるような形を都道府県に広げるまでに整えて

いく。そして、都道府県のほうでもできるような形をとっていくべきだと思います。でき

るところは先にやってみる。それから、並行してデータベース化していく。そして、都道

府県でもできるような形に持っていくというプロセスを考えていかなければいけないので

はないでしょうか。 

○山縣座長 イメージとしては、政令指定都市が一番いい形になるかもしれない。 

○奥山構成員 いえ、一番いいのは特別区かもしれない。 

○山縣座長 指定都市をイメージしたのは、市が児童相談所を持って、区が相談窓口。 

○奥山構成員 区が持つときに。 

○山縣座長 特別区ではなくて、政令指定都市の。区というのは、市長のもとに全部あっ

て、そのほうが振り分けやすいなと思ったけれども、そうでもない。 
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○奥山構成員 どっちでもいい。 

○山縣座長 影山構成員。 

○影山構成員 特別区も非常に人口規模がばらつきがあって、一番多いところは88万超え

て、一番少ないところは５万9,000ぐらいということで規模差が非常に大きい。ここでも、

自治体の規模とか考慮した体制を考えていかなくてはならない。モデルとしてやるとなる

と、これから新たに児童相談所を設置する特別区は難しいと思います。 

 また、都道府県がやろうとすると、区市町村の情報は基本的に直で見られませんから、

そこのところはかなり課題は大きいだろうと思います。 

○山縣座長 先に。 

○西澤座長代理  今の話に関して言えば、政令指定都市で、例えば藤林先生のところで

モデル的に先行的にやるというのが一番現実的ではないか。福岡市は、とてもいろいろ取

り組んでおられるというのもあると思います。 

 189、いろいろな混乱の結果がこのカオス状態になっているでしょう。だから、市町村に

一義的には通告をと言いながら、今度189を作って、それが児相につながるようにしてみた

いな政策的な混乱があるので、一旦御破算にして、例えば189で行くなら、189を中心に一

から構築していくというプランで考えたらどうか。それもモデル的にやるというのが一番

いいのではないか。 

 もう一つ、全然話が違うのですけれども、基本的に鈴木さんが出していただいた流れ。

この通告対応に対するイメージがこれかどうかは別にしても、大体こんな感じかなと。市

町村とのすみ分けとか児相の機能分化という、今後の話題だと思います。 

 ただ、１つ気になっているのは、最後の児童相談所の役割として、自立支援計画、これ

は名称を変えようという話に多分なってくるのですが、ソーシャルワーク計画なのか、支

援計画なのか、わかりませんけれども、それがあって、進行管理があって支援効果を測定

します。支援もしてほしいなと思うので、子どもに対する支援とかケアリーバーの問題と

かもここで扱うべきではないかと思っています。 

 もう一つ、私の中で皆さんと全然一致しないところで、ずっともんもんとしているのが、

市町村に支援拠点を作って支援するのだけれども、僕は都道府県がそこをバックアップす

る体制をぜひ作っておいてもらわないと、市町村と都道府県の力関係というのが、そんた

くみたいに、あってはならないものでもあるわけですね。そういう部分が残ってしまうの

ではないか、力関係みたいなものがあるのではないかと思うので、家族支援を市町村が担

うときに、それをバックアップする都道府県レベルの機関とか、そういうものがあってほ

しいなとずっと前から言い続けているのですけれども、なかなか同意が得られないので、

またイタチの最後っぺで言っておきます。 

○山縣座長 ありがとうございます。きっと、鈴木構成員の最後のやつは、タイトルが継

続的支援機関だから、言葉として入っていないだけで、支援要素は入っているだろうと勝

手に思っています。 
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 では、鈴木構成員。 

○鈴木構成員 モデル的なところの単位の話ですけれども、政令市がいいかなと僕も個人

的には。ただ、先ほど来、いわゆる市町村が情報を持っていて、県が持っていないという

パターンが当然あるわけで、政令市の場合はそれが一元化されているので、情報の流れも

いい。それは現実、そうだと思います。なので、モデルとしては非常に導入しやすいと思

うし、現実的に洗い出せるスタート地点が高いと思っています。 

 ただ、県児相としての立場もあるのですけれども、市町村が持っていて、県児相が持っ

ていないというパターンも現実的にあるわけで、そういったモデルも、今回、導入しても

いいのかな。そこから洗い出せるものがきっとあると思うので。決して静岡県でやってく

れと言っているわけではなくて、そういった複数の市町を管轄として持っている児童相談

所があって、かつ市町村の情報にアクセスできないけれども、虐待対応しているところが、

そういったモデル的にやったときにどうなるのかなというのは、１つ考えてもいいのかな

と思います。 

○山縣座長 モデル事業はいろいろパターンがある。どれだけ可能かは別にして、それは

あり得る。 

○相澤構成員 私もそれをずっと考えていました。要するに、それを制度化するというこ

とであれば、どこの都道府県でもある程度きちんとできるようなものでないと、制度化に

はならないので、モデルをやるのであれば、いろいろなタイプの都道府県（児童相談所）

と市町村の関係を考えたモデル地区をきちんと選択して、その上でやることが重要だと思

います。 

○山縣座長 先ほどの人口規模とかも恐らく要素になるだろう。 

 はい。 

○藤林構成員 どこがモデル都市でするのかという議論と、もしモデルとしていくのだっ

たら、この189は「児童相談所全国共通ダイヤル」ではなくて、「児童相談全国共通ダイヤ

ル」というのがこれからのネーミングとしてはいいのかなと思います。誰かが言ったみた

いに、虐待通告だけでなくて、よろず相談というか、いろいろな相談が入ってくるわけで

すから、児童相談を一手に受けて、そこでトリアージしていくというイメージになってい

くのかなと思います。 

○山縣座長 安部構成員。 

○安部構成員 昨年度、子どもの虹で市町村と児童相談所の役割分担みたいな研究をして

いて、３年研究の研究費をもらっていたのですけれども、その最後が政令市で、政令市の

児童相談所と区役所の関係をアンケートとヒアリングをしたのです。全国的な政令市を幾

つかやっています。言われるように、情報は共有化しているのですけれども、児童相談所

と区役所がうまくいっているところはすごく少ない。その役割分担ですごくもめているの

ですけれども、結構うまくいっているところは、平成17年、2005年の市町村が第１窓口に

なりますということの後に政令市になったところは、最初から区役所で相談を受けるのだ
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ということを意識した役割分担をしているのです。それ以前に政令市になったところは、

区役所のほうがなかなか受け入れていない。 

 京都などは、虐待対応を全部児童相談所でしていますという極端な役割分担をしていた

り、区で要対協を組織していないところもあったり。福岡市は結構うまくいっているほう

だと思いますけれども、政令市と一言で言えないし、情報共有というところではうまくい

っているのですけれども、児相と区役所の役割分担をトリアージセンターが決めたら、ま

たそこで大げんかになるのではないかと、ちょっと勝手な心配をしていました。 

○山縣座長 笹川構成員。 

○笹川構成員 まず、市町村が持っている情報、県が持っている情報。県が持っている情

報はほとんど市町村が持っているのです。一番身近な基礎自治体だから。県が持っている

情報、児童相談所が持っている情報は少ないです。あえて言えば、名前が違って、お父さ

んが違うケースで、どこの施設に入っているというのがわかる。一番わかるのは、市町村

の身近なところ。そこが自分のところの市町村の住民だ、子どもだという意識を持ってい

るところは非常に丁寧にアプローチされている。相談所から一報が入ったときに、支援ベ

ースで今まできっちりかかわっていましたということがあるのです。 

 そういうところに行くと、既に聞いています。そっちの情報も別機関から入っています。

それなら、効率性という視点がいいかどうかわかりませんが、市町村と児童相談所の２つ

の窓口がある方が二重のチェックがかかっていいかもしれませんが、後の事務的処理を含

めて市町村のほうに情報が行くのが早いのではないかと思います。 

 ただ、市町村の場合に夜間・休日の対応ができていないということがあります。重度の

ケースに関しては、夜間・休日も全部児童相談所に入ってきますけれども、そのときは緊

急対応連絡網というものを使って、市町村の守衛室から連絡が担当課の課長に入るように

しているところもあるのですけれども、休日・夜間対応をどうするかということが、市町

村では現実的には難しい。ただ、現実的に難しくて先送りしていたら、これだけの大きな

事件が起きているにもかかわらず、現状の体制整備が追いついてからやりましょうとなっ

てくると、何年先になるかわからないということになります。 

 それと、藤林委員がおっしゃったような、189、児童相談を全部一本にしてしまうという

のは賛成です。ただ、児童相談の189にしてしまうと、児童虐待に特化したほうがわかりや

すいのではないか。重篤な部分の虐待通告と、それから、今、熱が出たのですけれども、

どこの病院に行ったらいいでしょうかという電話も一緒にするのは問題がありますので、

児童虐待に特化したような相談にしたほうがいいかなと思います。 

 もう一つ、これは追加ですけれども、面前DVは今、児童相談所に通告が来るのですけれ

ども、私の管内では、各警察所の生活安全課が要対協のメンバーに入っています。児童相

談所に文書の通告が来るのですけれども、それと同時に、もしくはそれより早く要対協の

構成メンバーとして守秘義務が全部かかっているものとして、どこの市にこういうケース

があるということで、警察から既に一報が入って動き始めていますというところもあるの
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です。 

 警察のほうの規則的には児童相談所が通告先になっていますけれども、現実的には要対

協のメンバー、情報の共有を図らなければならないということで、市町村へも警察からも

一報が入っているという場合もあります。だから、その辺の中身的な充実をどう図るかと

いうことも必要かなと思います。 

○山縣座長 では。 

○田﨑構成員 トリアージセンターが振り分けたら、市町村とけんかになるのではないか。

私も本当はそう思うところがあります。なので、トリアージセンターを作る、作らないと

いう話は横浜市でも大分議論したのですけれども、それはどこの管轄なのか。一番けんか

にならないのは、トリアージセンターを児相でもなく、本庁に管轄を置く。児相の職員な

のかもしれないけれども、管轄を本庁みたいにすればけんかにならないのではないかとい

う話もありました。 

 私は政令指定都市なので、さっき児相がトリアージすればいいではないかと言ったのは、

結局、すぐ区役所に全部情報照会できるし、そういうふうにするのが一番重篤なケースを

見落とさず、死亡事例が一番起きづらいのがその方法なのではないかと、現場でやってい

ると。何年かに１回起きる死亡事例は、一番初め、区役所の保健師さんが抱えていてとか、

病院もちょっと危ないと思ったので、区役所に訪問してねとか言うのだけれども、区役所

はそれほど危ないと思えずに、訪問を断られると、断られてまで行くのもどうかと思って、

そのままにしていたケースとか、そういうものが死亡事例で幾つか出てくる。 

 なので、トリアージというのはリスクを少し重く見られるところがやるというのが、子

どもの命を考えると一番いいのではないかと思います。そして、政令指定都市でモデル事

業ができると、本当はいいのかなとは思います。 

○山縣座長 今のお話は、モデル的なものをやろうとすると、児相に置くパターンと、都

道府県、本庁に置くパターンがあり得る。ただ、今、一部の委員から出ている、外部に出

すことについては、守秘義務の問題をクリアしなければ、そう簡単にモデルとしては出せ

ないかという気がしますけれども、庁内であれば特に問題がない。 

 増沢構成員。 

○増沢構成員 皆さんの議論を聞かせていただいて、トリアージに限らず、いろいろな児

童相談所の取り組み、市町村の取り組みを考えるときに、ずっと委員会で繰り返し出てい

ることで、自治体によって余りにも違うということですね。だから、ここでトリアージセ

ンターはこうであるというモデルを例えば示したとしても、それがしっくり来る自治体と、

全くそうでない自治体があるということで、その判断はこちらではできないですね。 

 僕は、これに関しては、主体的に政令市がいいのか、ほかがいいのかも含めて、自分た

ちの自治体で本庁に置けばできるという、ある種イメージができて主体的に取り組むとこ

ろに手を挙げていただくしか、やろうという方向にはなっていかないのではないかという

のがまず１つと。 
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 それから、先ほど相澤構成員がおっしゃられたように、余りにも違うのです。もうとに

かく山本構成員が一番初めにお話ししたように、都市と地方で全く違うということと。そ

れから、都市でも随分違いますね。ここで議論していて、本当に思うのです。相澤構成員

がおっしゃったように、タイプ別にトリアージとなるのがベストなのだけれども、日本に

どれだけの、どういうタイプがあるのかというあたりの整理。これは時間のかかる話だと

思うのですけれども、ある意味2000年からいろいろ進歩してきて、それぞれのタイプがあ

ろうかと思うので、一方でその辺を整理するような研究をしていただきたいなということ

を思います。 

 どうも人口規模だけではないですね。前回、金沢市と葛飾区と同じような人口だけれど

も、取り組みが随分違う。それは、ケースの中身もきっと違うと思うのです。そういうケ

ースの中身が都市と地方でどうであるのか、そして体制がどうであるのか、連携具合がど

うであるのか、そして人口がどうであるのかということもトータルに少し整理していくこ

とが必要になってきているのではないかと思う。だから、児童相談所の強化、研修もやっ

ているのですけれども、研修をやっている立場としても、この研修のプログラムなりテー

マなりが、そのそれぞれの自治体にどれだけしっくり合うのか、常に考えるようになって

います。 

 そのときのグループ編成にしてもそうです。同じような人口規模でグループ編成しても、

ちょっと違うし、うちと違うねという話が出てきたりする。だから、その辺をぜひ研究レ

ベルで進めていただくような流れを作っていただければなと思います。 

○山縣座長 ありがとうございます。 

 他に。 

○奥山構成員 そういうことを考えると、一律に全部置きなさいというよりは、置けると

いう規定を設けて、置けるところから置いていくみたいな方向でやっていくのも１つなの

かなと思いました。県と政令市と中核市とが全部同じ児相でなければいけないかというの

は、それもそれぞれの県の児相で特徴があるだろうと思います。だから、そういう意味で

置ける規定になっていれば、別にどこから置いていっても構わないという形になるのかな

と思いました。それをやっていく上で、さっき言ったように、他のところでも置けるよう

な整理をしていって、最終的にいろいろなところが置けるようにサポートしていくという

形もあるのかなと思った次第です。 

○山縣座長 相澤構成員。 

○相澤構成員 奥山先生の置ける規定もそうだと思いますし、先ほど鈴木さんが御発表の

ときに、１と２は一緒にやってもいいところがありますと。要するに、１だけをやるので

はなくて、１と２を一緒にやるようなモデルがあってもいいし、実態に応じた、県で取り

組みやすいシステムは何かということを考えていただいて、提案していただくということ

も必要ではないか。そういう意味では、研究ベースでおやりになるということでもいいの

かなと思いました。 
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 以上です。 

○山縣座長 はい。 

○影山構成員 今、189は、全国一律、相談共通ダイヤルということで、その辺を活用して

やれるところからやっていこうというと、これはなかなか無理が出てくるだろうと思いま

す。新たな通告の仕組みを作るのであれば、これは別の組み立て方をしないと、同じ189

にかけて、そういうところへつながって、こっちは児童相談所につながりますというのは

なかなか無理があるかなというのを感じるところと。 

 もう一つは、そういった一つの窓口である程度情報を収集して、きちんと振り分けをや

るということであれば、そこに対する一定の調査権をもっときちんと整備していかないと、

親御さんの病気の情報とか、その辺は今の規定だけは不十分だろうと思います。子どもの

様子については、所属機関等に確認すれば、それなりに区市町村レベルでとれるだろうと

思いますけれども、親御さんの受診状況とか、特に精神の方の受診状況は、規定としては

国のほうで随分整備していただいていますけれども、もうちょっと強い規定をきちんと設

けて、情報が収集できるような仕組みをぜひ御検討いただきたいと思います。 

○山縣座長 坂入構成員、どうぞ。 

○坂入構成員 まさに自治体によって、市区町村の実力は本当にさまざまだと思います。

東京はずっと子ども家庭支援センターということで育成し、職員も児童相談所に研修に随

分行くなどして育ててきていると思います。そういう意味では、地方の自治体によっては、

今回、支援拠点を設置できることになりましたけれども、支援拠点を設置したところで、

そこがちゃんと対応できるのかというところが問題だと思いますし、通告をどこが受ける

かだけではなくて、そこから先のフォローも含めてやってなければならない都道府県もあ

るのではないかと思います。 

 コールセンターで受けるだけではなくて、それを受けた後、市町村が調査するわけです

けれども、そこから先の進行管理も含めて、都道府県の実態によっては必要なのではない

かと思います。 

○山縣座長 ちょっと議論を１カ所に集中させてもらっていいですか。今までの話で、モ

デル的な実践研究と実態把握的な調査研究、それがまず要るのではないかという話。それ

と並行して、児相の一部の機能について、トリアージ的要素について、奥山構成員の言葉

を借りると置ける規定、置くことができるという規定で法律的に対応したらいいのではな

いか。 

 法律だから、置かなければならないとか、置くものとするという義務的なことではなく

て、置くことができる。置いた場合にはこういうことができますという規定と、努めるも

のとするという努力義務的。もう一つ、望ましいという規定があったと思います。何とか

を置くことが望ましい。いろいろなレベルのものを想定しながら、義務化はしないという

ぐらいのところかな。 

 もう一点は、これまでの議論で言うと、委託できるという規定、直営でやってもいいし、
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多様な形態があっても将来的にはいいと。ただ、スタート段階ではモデル的には行政でや

るしかないかもしれないけれども、しかるべき機関、必要な要素は当然示さないといけな

いけれども、委託できる規定を作ればいいと思いますけれども、それを前提に、鈴木構成

員の10ページのモデルとして、これ以外の考え方もあろうかと思いますけれども、トリア

ージについては委託できるのではないかという議論が出ていたのですが、１番と２番は委

託できるけれども、３番は委託できない。児相固有の外せない業務は、３番の中身を膨ら

ませたものと考えて、他の構成員の方々もいいのでしょうか。 

 あるいは、鈴木構成員もそういう理解で、ここに支援という言葉を入れたり。支援だっ

たら外部委託もありかな。直でやってもいいし。 

 はい。 

○田﨑構成員 私、横浜の中央児相で、中央児相は他の３児相に比べて通告数も多くて、

ものすごく大変です。かつ、１、２を虐待対応チームがやっていて、３を支援部隊がやっ

ていると分けているのですけれども、結局、３も支援をどこまでやるかというので、児相

だけでは全部できない。今、いろいろ研究とかも、支援の一部を外部委託するということ

でないと十分な支援ができないとなってきているので、児相がどうしてもやらなければい

けないのは、送致とか、この辺ですけれども、それ以外の部分はいろいろな専門性を持っ

た人たちに委託していかないと、何もかも児相ではできない。 

 もっと職員がふえて、もっと専門性を得られるようになればできるモデルもあるかもし

れないけれども、いろいろなところができなくなってくるのではないかと思います。 

○山縣座長 そのとおり、現実にも指導委託で出せるようになっている。実施主体は都道

府県、児相だけれども、一部は指導委託で外に出せる。同じことですね。 

○田﨑構成員 言っていたことが、的が外れていましたか。そうではなくて。 

○山縣座長 同じようなことを言っていたと思います。 

 では、奥山構成員から影山構成員。 

○奥山構成員 私が規定みたいなことを言ったのは、附則は２年をめどにで、施行からも

う１年たってしまったのです。あと１年で何とかしなければならないということを考える

と、相当スピーディーに考えなければならないので、モデル事業は確かに必要かもしれま

せんが、２年後までに本当に結論が出せるのかというのはちょっと不安がある。 

○山縣座長 そういう意味で言ったつもりです。結果を待っていたら、分析までしていた

ら、ずっと時間がかかる。 

 影山構成員。 

○影山構成員 先ほど、鈴木構成員の10ページの２番の部分で委託というお話があったよ

うに伺ったのですが、２番はある意味で委託にはなじまない内容ですね。立入調査、一時

保護。ここは児童相談所の機能として残さざるを得ないと思うのです。１番の部分は、緊

急で受けて、ある程度の初期調査の部分で、ここまでは委託も可能かなと。ここが難しい

となると、次の段階は児童相談所の出番になってくるのかなという認識です。 
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○山縣座長 言葉が足りなかった。２番でトリアージに必要な情報ぐらいの調査。その部

分は出せるのではないか。臨検捜索までは、さすがに民間機関には。 

○奥山構成員 基本的にそこで次の議論になると思います。児童相談所の機能を２つ、３

つ、わからないですけれども、幾つかに分けるのか、分けないのかという議論になるので

はないかなと思います。 

○山縣座長 そこに行く前に、もう一つ整理しておきたいのが、189で中央化というのが１

つ。今は都道府県でやっているけれども、そこの相談の中身を子ども相談としてイメージ

として広げていったほうがいいのではないかという意見と、そうすると何もかも来るから

大変なので、虐待というのをむしろ前に出したほうがいいのではないかという意見と、両

方出ている状況なので、そこについての御意見を。 

 はい。 

○藤林構成員 私も笹川構成員が言われたように、189は本来は虐待通告に特化したほうが

いいと思いますけれども、もう後戻りできない、ポスターに書かれていますので、もう無

理なのではないか。現実に多くの相談を受けるような窓口になっているのではないか。 

○山縣座長 時間をかけてもとに戻すのはあり得る。わかりました。 

○奥山構成員 現状は、結構いろいろなよろず相談が多いのですか。 

○藤林構成員 本日は準備してきていないのですけれども、福岡市が受けている189の中で、

虐待通告と非虐待通告の割合があって、非虐待通告も多い。 

○山縣座長 全国データは。 

○山本内閣官房内閣審議官 ちょっと参考までにその関連で申し上げたいのですけれども、

189は子どもの相談、さまざまなものが多分来ていると思いますし、さらに最近では、私ど

もの中で特定妊婦対策をしっかりやっていかなければいけないという中で、より緊急性の

高い、誰でもわかる３桁番号という意味で、特定妊婦のかなり重いような方も気軽に相談

する手段として考えていってはどうかという議論もしているくらいです。これは、方向が

虐待に特化すべきということとは逆かもしれませんけれども、３桁という、唯一の手段と

してそういう議論もあると。 

○山縣座長 鈴木構成員。 

○鈴木構成員 189の内容ですけれども、たまたま報告書を見ると、お母さんが夜中に子ど

もをたたいてしまったのだけれども、どうしていいかわからなかったという、お母さん自

身の電話というのも入ってきている例もあると思うので、虐待通告だけではなくて、現実

的には相談みたいな部分もあろうかなと思います。 

 すみません、ちょっと議論を戻してしまうのですけれども、別組織でやる場合の分離し

た場合の法律上の書き方、さっき奥山先生が言われた、望ましいとかできる規定をやると、

都道府県としてはありがちかなと。 

○田﨑構成員 私も奥山先生のを聞いて、そう思いました。何してもよいぐらいだと、ま

ずはみんな様子を見てしまう。もうちょっとなったらやろうかという感じだと思いました。 
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○鈴木構成員 もう一つ、別組織にしても、児童相談所の人員を持っていくにしても、国

のほうに期待したいのは、そういう法律の明記の仕方と、最終的な支援を常に求めてしま

うのですけれども、配置基準というところは必要かなと。そこが実現するに当たっては、

こちらとしての内々の話にはなるので、きっと必要なのかなと思います。児童福祉司の増

員に関しては、強化プランというものがバックアップであって、何万人に１人というのが

当然ある中で進められるという現実もあるものですから、その辺も必要かなと思います。 

○山縣座長 影山構成員。 

○影山構成員 189の流れですけれども、もともと全国の児童相談所の共通ダイヤル、10

桁でしたか、そこから始まってきて、それが27年７月に３桁化という流れで来ているので、

その中で、全国の児童相談所の共通ダイヤルですから、当然のことながら虐待に特化して

いるわけではない。ある意味で、児童相談については、とにかく189を押せば、携帯の問題

は別にして、一番身近な管内の児童相談所につながりますよという意味で、児童相談所に

対する利便性でもともとは始めてきたところ。 

 今回、虐待の通告に特化した、３桁にしろ、何にしろ、そういう緊急番号を作るのであ

れば、189と切り離して考える必要があるだろう。そのときは、当然のことながら虐待に特

化するフリーダイヤルということも検討しなければいけないのかなと思います。 

○山縣座長 新しい、別の３桁を。 

○奥山構成員 本来はそうなのでしょう。いろいろなものが、夜中にちょっと不安という

のまで全部かかってくると、これはこれですごく大変になってきます。その電話で相談に

乗らなければいけなくなってきてしまう可能性があるわけですね。これは、電話そのもの

も相当考えなければいけない。 

 先ほどの特定妊婦まで入ってしまうと、それは児童相談所というわけではないので、特

定妊婦はどちらかというと市町村が対応する形になっています。そのことを考えると、電

話そのものをもう一回考え直さないと、やり切れないのかなという気がしたのです。だか

ら、全部の相談をトリアージセンターが受けて、これは市町村、これはとやるにしても、

今のままだと相当大変なことになってしまう気がします。 

○山縣座長 ありがとうございます。現実はそうだろうという。 

○藤林構成員 でも、我々福岡市が受けている189の中で見ると、以前から24時間電話相談

をやっていて、件数としては189が導入されてもそんなに増えていないです。今まで、我々

の24時間電話相談にかけていた人が、189になってかけてきているということなので、その

意味では定着しつつあると思います。定着しつつある中には、虐待通告だけではなくて、

家の中で子どもが暴れていますみたいな、子どもから親が虐待されているようなものもか

けてくるわけで、これはもう後戻りできなくなってしまっているのではないかと思います。 

 そうすると、トリアージセンターの機能だけでなくて、189を受ける人々は、そういった

一般的な相談を受けて、そこで傾聴で終わるのか、それについては児童相談所で受理しま

すとか、これは特定妊婦とか市町村の母子相談に紹介していくとか、電話相談としての機
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能も持ち合わせることになっていくのかなと思います。 

○山縣座長 はい。 

○坂入構成員 １つには、広報の仕方があるかなと思います。テレビのCMですと、どうし

ても189という話になってしまうし、189か児童相談所か市区町村という形になってしまう

のですけれども、虐待防止月間の前になると、ポスター、何枚ぐらいか所要かという調査

をしていただいているのですけれども、あれも一律、国が作成するのではなく、都道府県

や市区町村レベルで作っていただいて、児童相談、児童虐待に関しては189、そのほかの特

定妊婦に関する問題は区のこの部署にという形での補助金なりの配分をしていただくと、

それぞれ住んでいるところの方にわかりやすくなるのかなと思いますが。 

○山縣座長 189を虐待にもう一回集約して別のものをやるか、189はもうある程度普及し

てしまっているから無理だ。新たに虐待専用の別途の３桁ダイヤルを作って、並行的に紹

介していく。藤林さん、その辺はどうですか。虐待をそこから抜き出す。 

○藤林構成員 そんなにたくさん予算があると思えないので、もう定着してしまったわけ

ですから、それに対して対応していくしか道はないのではないかと思います。 

○奥山構成員 そうすると、それなりのトリアージセンターを考えなければならないです

ね。だから、ある程度相談にも乗る。それから、振り分ける機能も持つ。それは、さっき

の特定妊婦までということになったら、市町村と児童相談所の中間にないと、おかしな話

になってくるのではないかと思います。 

○藤林構成員 その意味で、例えば福岡市、政令市に置く場合には、児童相談所でもない、

区でもないところで、たとえば、福岡市の本庁のこども家庭課というのがあって、そこに

置くということも考えられます。これができるのは、福岡市は市だから、通告先として法

律上、可能なのです。県は、そこが法律上、難しいかな。 

○山縣座長 県と一般の児童相談所を設置していない市町村との関係で。 

○藤林構成員 都道府県というのは虐待通告先になっていないのです。その辺の問題があ

るかなと。 

○奥山構成員 児童相談所がなっていて、都道府県はなっていない。 

○藤林構成員 そう。福岡市は市としてなっているので、いいのかなという。 

○山縣座長 それは都道府県を入れたらいいだけの話。 

○奥山構成員 そこは、その辺の法律の整理が必要なわけですね。２年後までをめどに考

えなければいけないので、そういう意味ではそこも一つのポイントになってくるかなと思

います。 

○山縣座長 独立した虐待の電話相談は、もうなしという意見が多目に出ている。いや、

そうではないという意見なのか。 

○影山構成員 どう考えても、189は全国児童相談所共通ダイヤルなのです。それがたまた

ま長過ぎて全然使われていないではないかという中で、３桁の189、誰にでもわかりやすい

番号にしようというところでやってきているので、これをそのまま今、藤林さんがお話し
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されたように、福岡市が市で虐待通告で受けますとか、それ以外の相談も含めて受けます

よとなると、児童相談所全国共通ダイヤルは何なのだということになってくるのかなとい

うところで、それほど予算が来るとは思っていないですけれども、コールセンターはお金

がかかるのはわかっていますけれども、それ以前の３桁のときにはそんなにお金がかかっ

たという話は聞いていないので、そこは違う番号で何がいいかというのはぱっと思い浮か

びませんけれども、別の３桁化を検討していただいてもよろしいのかなと。 

○山縣座長 とりあえず、今の段階では両方の意見があるという。 

 はい。 

○奥山構成員 ３桁化は結構お金がかかると聞いています。無料の３桁化ですね。今のよ

うな形をとるならば、あれがやっとだったということですね。本来、お金はかけるべきで

しょうというのはあるかもしれませんが。 

○山縣座長 フリーダイヤル３桁化はお金がかかる。とりあえず、今、両方の意見があっ

て。 

 どうぞ。 

○笹川構成員 すみません、時間の関係があるかと思いますが、189はもう定着していると

思います。189、イチハヤクなのです。皆さんは児童相談所全国共通ダイヤルというよりも、

虐待の電話ということのほうが浸透しているのではないかと思います。だから、189は児童

虐待の専門ダイヤルだとシフトしていく。ところが、それ以外に、例えば夜中の育児不安

とか、おねしょの相談とか、うちの息子が今、暴れていますという電話については、189

で受けたら24時間体制で一生懸命やっておられるいのちの電話とか、民間機関があります

ね。そういうところへの紹介とか、そういうところに持っていく。189はいち早く対応しな

ければいけない児童虐待の電話相談に集約していく。 

 48時間に確認しなければいけないような電話に特化していく。それ以外の子育て相談、

悩んでいる方がいらっしゃいます。それは、電話で対応できるのと、地域の保健師さん、

短い時間で次のところへきっちりつないでいくという機関に変えていくべきだろうと思い

ます。だから、番号はそのまま。でも、相談の内容は児童虐待に特化していく。それ以外

の相談については、きちんとつなげていくというシステムを体制整備を前提に提案したい

と思います。 

○山縣座長 はい。 

○田﨑構成員 それが海外で行われているトリアージシステムで、まさにそれをやってい

るということだと思います。 

○山縣座長 いずれにしても、笹川構成員はそういう認識だったけれども、そうでない自

治体もある。 

○藤林構成員 これは、自治体によって、福岡市は189で全て相談に乗りましょう。でも、

ほかの県は、この189の電話相談の相談員のレベルだとそこまでできないので、虐待以外の

相談はこちらのほうに電話をかけてください。それはいいのではないかと思います。 
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○山縣座長 さっき、189は最寄りに行くと言ったけれども、最寄りのものが回線がつかえ

ていたらよそに回す。そこしか行かない。 

○結城課長補佐 管轄の児相に入れています。 

○山縣座長 では、今の藤林構成員のやり方はあり得る。 

○田中構成員 住んでいる地域によって、同じ189にかけてサービスが違ってくるというの

は問題なのではないか。 

○山縣座長 広報の仕方が国としてできなくなる。 

 とりあえず、いろいろな意見があるということで、もう一つ皆さんから意見を聞きたい

のが、前の報告書、去年の３月の報告書の中にあったと思いますけれども、都道府県内の

児童相談所で機能を違えてもいいのではないかというのがあったと。違いますか。そこに

ついて、ちょっと御意見。 

 一時保護とか、既に全てのところがやっているわけではないけれども、基本的には相談

とか対応については、全ての児相が同じような形でやるという大前提になっているけれど

も、それを分けたらどうかという意見が出ていた。それについて、皆さんの現段階の意見

を聞くことができたら。 

 安部構成員。 

○安部構成員 もうちょっと詳しく言ってもらえませんか。どんなふうに分けるという議

論があったのでしょうか。 

○山縣座長 そこまで全部記憶していない。何かそんな議論があった。 

○奥山構成員 一番大きかったのは、介入する人が支援するという矛盾があって、スーパ

ーソーシャルワーカーはできるかもしれないけれども、一般には難しいのではないかとい

う議論でした。だから、介入という言い方がいいかどうかわからないですけれども、強制

措置をしたり、介入するところと支援マネジメントをするところ、支援の中身は、どちら

かというと市町村が中心になるだろうけれども、支援のマネジメントをするところ、とを

機関として分ける。もしくは、最後に１行入っていたと思うのですけれども、どうしても

小さいところで１カ所しかない児童相談所の場合は、機能としてしっかり分けるというこ

とをすべきではないかというのが提言でした。 

○山縣座長 機関内で分けるやり方もたしかあった。 

○奥山構成員 大きいところはできるだけ機関を分ける。機関を分けるときに、幾つかあ

る児童相談所の一部がそっちに回って、一部がこっちに回るということもあり得るのでは

ないかという議論があったと記憶しています。 

 どうぞ。 

○結城課長補佐 今の件ですけれども、参考資料５ということで報告書の抜粋をつけてお

りまして、今、御説明いただいたのは、３ページの（７）の児童相談所の強化のための機

能分化のあたりのことかと思います。 

○吉田雇用均等・児童家庭局長 あるいは、お手元にファイルを置かせていただいていま
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すが、これまでの資料を取りまとめておりますが、一番下の第５回のときの資料の全体に、

このような形で抜粋で、きょうお手元にプリントアウトしたものの全体版をファイリング

してございます。もし、より詳しくということなら、そちらをごらんいただいても、事実

としてはそこに議論の経過がまとめてあります。 

○山縣座長 これを担当した委員会では、ここを丁寧に書いておられたので、それもある

程度意見を聞いておかないといけないかなと。 

 どうぞ。 

○田﨑構成員 イメージとしては、児童相談所は幾つかの区域に分断しているではないで

すか。それが、ここの区域の中で２つあって、初期介入と支援が別の機関になっている感

じですか。 

○奥山構成員 例えば介入をやるところは広域でやるのだとなれば、そこに１カ所でもい

いでしょう。もともと決められている区に必ず２つずつ置きましょうということではなく

て。 

○田﨑構成員 去年、うちの児相でトリアージセンターとかを話し合ったときに、トリア

ージセンターを１個置いて、そこのトリアージセンターに介入・調査の職員も全部いて、

横浜市の中で、そこの職員が全部のところの調査をするというモデルはどうかみたいな話

も出たのです。そうすると、横浜はそんなに広くないかもしれませんが、それでもこの職

員が全部のところに行くというのは、今までと比べると随分やりにくいのではないか。 

 全然違う、ここの区域のことをこの人は余り知らないし、トリアージはここでして、そ

れぞれの児相に初期調査の職員がいて、その人たちが行くほうが、その地域のことも調査

しやすいし、そこの区役所に調査もしやすいし、１カ所しかないのはよくないのではない

かみたいな話も出た。もし分けるとすれば、それぞれの区に初期調査のところと支援する

ところが同じ機関だと、親も行きにくいので、同じようなものを分けて作るほうが私はい

いかなと思います。 

○山縣座長 そういう意見をそれぞれいただけたら。はい。 

○影山構成員 報告書の12ページで書かれているのは、通告が受理され、要保護か等の措

置を行う機能と、措置後の事例マネジメントを行う機能を別の機関で行うといった体制整

備が考えられると書かれています。ここの部分というのは、別の機関というのが、いわゆ

る市町村をイメージしているのか、それとも児童相談所を２つに機能分化するというイメ

ージなのですか。 

○奥山構成員 児童相談所を分化する。 

○山縣座長 後者。市町村にという話にはあまり読めなかった。 

○影山構成員 児童相談所を２つに分けるということ。そうなると、市民の側から見て、

児童相談所を２つに分けましたと言われても、実際のところでは２つの機関に多分見えな

いだろう。そこがちょっと違うのかな。１つの児童相談所という組織の中で、あなたたち、

２つに分けると言っても、同じ穴のムジナではないかという話になってしまうかな。 
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○奥山構成員 だからこそ機関を分けるという話が出たのだと思います。もう児童相談所

という名前も変える。 

○影山構成員 すると、この支援の部分というのは、逆に民間に委託するとか、そういう

話とはまた違うのですか。 

○奥山構成員 支援というより支援マネジメントなので、例えば市町村が委託を受けて支

援に行くために、福祉司指導をかける、そういうマネジメントがきちんとできるのか。そ

れから、一時保護をして施設に入ってというお子さんたちのソーシャルワークのプランを

立てて、どういうふうに進捗管理をしてやっていくのかとか、そういうマネジメントをす

る部分と、それから、介入の部分とを、違う機関の名前にするとか、そういう形で分ける

という考えでした。 

○山縣座長 正確に記憶していないのですけれども、議事録等を見ていた範囲で言うと、

同じソーシャルワーカーが一方で分離に行き、分離した途端に今度は回復、そこの難しさ

があるのではないですかというので分離論のようなものが出ていた。 

○奥山構成員 専門委員会の一番最初のときに議論になったことで、皆さんがおっしゃっ

ていたのは、後で支援をしなければならないからということで、介入が疎かになって命が

助からなかった例があり、それはまずいという話になっていました。 

○山縣座長 そこをどう解決するかというので分離論が出て、名前まで新しい形で。 

 はい。 

○田﨑構成員 そういうことのためであれば、同じ児童相談所の中で、うちみたいに介入

チームと支援チームを分けるだけでもいいかな。分けるだけでよくない部分というのは、

支援になったときに、保護者の方がどうせ同じ児相だろうといって、そんなうまいこと言

ってみたいになって、あまりいい関係が持てない。なので、機関を分けるというのはあり

かなと思ったのですけれども、児相の中で分けることでも、後の支援のことを考えて、こ

の人たちが見た目が甘くなるかというと、専門性さえちゃんと積み上がっていけば、余り

それはないような気もします。 

○山縣座長 報告書の中には、部として機関内で分けるという案も書いてある。 

 安部構成員。 

○安部構成員 質問ですけれども、さっき言われたみたいに、所内で分けているところと、

地区担当しか置いていないところとあるような気がするのですけれども、どなたかそのデ

ータを持っていませんか。つまり、児童相談所の中でそういう役割の分化をしていないと

ころ、多分、管轄は広いけれども、人口が少ないところはやっていないかもしれないなと。 

○山縣座長 事務局にデータ、ありますか。虐待対策チームとか室を置いて、そこで虐待

を全て取り込んでいるパターンと、今の分けるというパターンもある。 

 先に影山構成員、後でデータ。 

○影山構成員 調べていただいている間にお時間いただいて。 

 東京も、昨年度から虐待対策チームを幾つかの児童相談所で作りながら、試行的にやっ



34 

 

ていたのですけれども、それをやっている中でうまくいかずに、もとに戻ってきていると

ころがあるのです。引き継ぎの部分とか、最初の親御さんとのやりとり、臨場感を持って、

次のところに進めないというところもあって、最初は虐待の介入部分を対策チームが特化

しようということで進めたのだけれども、中身はそれではうまくいかないということで、

今は一時保護に至るようなケースについては、最初から虐待対策と地区担当も一緒に入る

ということでやっていかないと、在宅指導とか入所後の家族再統合に結びつかないという

経過もあるので、そこはなかなか一律に分け切れないというのと。 

 先ほど増沢構成員がお話しされたように、全国の中でもいろいろな体制を組みながらさ

れているところの自治体もあるので、その辺はきちんと精査して、現実がどうなのかとい

うところを見ていく必要があるだろうと思います。 

○山縣座長 笹川構成員、その後増沢構成員。 

○笹川構成員 奈良県の場合は、虐待と非虐待に分けています。虐待が初期対応から始ま

って、施設入所が終わった後の指導もしています。当初は、施設に入った時点で、また児

童福祉の在宅指導が決まった時点で、地域担当にバトンタッチということも考えていたの

です。いわゆる役割分担、機能分担を考えていたのですけれども、地域担当にとっては、

保護者と、また新たに関係を作らなければいけない。実際に文書化されている情報以外の

ニュアンス的な部分が臨床的に非常に大切。親御さんが一番しんどいときに乗り越えた部

分が介入された担当のワーカーだ。だから、あいつは信じられるという浪花節的な部分、

おかしいですけれども、そういう部分があるのですね。 

 後の支援を考えるから、介入とか強制的な権限発動を控えるか。それはありません。き

っちりと言っていくことによって、それを乗り越えると言うとおかしいですが、親と対峙

しなければいけない。それも踏まえた上で次の段階が来ると思っています。 

 ただ、役割分担・機能分担で弊害が出てきていますのは、虐待チームの顔つきがだんだ

ん険しくなってくる。夜間・緊急の対応もある。時間外勤務、土日出勤が非常に多い。と

なってくると、職員で妊娠・出産・育児の休業から復帰してきたけれども、そういう職員

を虐待チームに配置できにくいですね。年齢とか性別が偏ってしまって、虐待のチームか

らなかなか抜け出せないような状況があって。虐待対応を担う職員は、ゆとりをもって、

やらなければいけないのだけれども、いつも追いかけられるようで、だんだん顔つきが険

しくなって、ストレスがたまってくるという状況になっている。 

 虐待対応・相談は人間がやります。だから、人間のメンタリティーとか、そういう部分

をきちんと考えて、一つの議論の視点だけで機能分担を進めてはいけないと思います。も

ちろん、サービスを受ける側のことを第１に考えなければいけないのはわかるのですけれ

ども、それを担って担当する職員のことも重要です。その要因を無視して、あるべき論で

検討するのではなく、チームの年齢構成という人のことも考えなければいけないというこ

とを、今後の議論のポイントとして入れてほしいなと。現場からはお願いしたいと思いま

す。 
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○山縣座長 一言挟ませてください。前の委員会では、その後の支援関係が崩れない程度

の介入しかできない、ちゅうちょするから分離したほうがいいのではないかという意見が

複数から出ていたけれども、ここではそうではない。むしろ、一緒のほうがいいのだとい

う意見のほうが複数出ている。 

 その前に、先に手が挙がっている人。田﨑構成員、増沢構成員、奥山構成員、藤林構成

員。 

○田﨑構成員 私は、横浜市でしか働いたことがないので、一番初めから分離したやり方

になっているのです。分離したやり方で、例えばその後の支援がうまくいかなくなったと

は思えないのですね。なので、これはもともと分離していないやり方をしていたところで、

どんなところがうまくいかなくて、またもとに戻っているのか、詳しくその辺を、別々の

やり方をしているところでいろいろ出し合って議論したりしないと、ちょっとぴんとこな

いというか、なぜそんなにうまくいかないのだろうみたいなことがあるので、そこをきち

んといろいろな意見を聞いて精査したほうがいいかなと思います。 

○山縣座長 先ほどの調査のところですね。 

 では、増沢構成員。 

○増沢構成員 調査、保護措置といったものが大前提の話で、一連のケース支援の中の一

つ一つメニューのはずですね。措置も保護も。それは、長期的な支援ということを考えた

ときに適切であると判断されるから措置ですね。その部分で１つ分化して機能するという

のは、もしかしたら非常に不自然なことが起きないのか。ただ、これは横浜市が分離して

やっているというのは、そうは言っても同じチームの中で、それぞれ連絡を共有させなが

ら分離しているのだと思います。 

○田﨑構成員 同じフロア。 

○増沢構成員 同じフロアで。この辺が別々の機関になると、保護と分離というところだ

けに特化すると、支援という土壌から離れていろいろなことを判断し出す危険が出てこな

いかというのは危惧するところで。市町村と児相は一連の支援のはずですね。そこがなぜ

対立関係になるかというあたりも、その辺がもしかしたらあるのかなと思います。これは、

先ほど一度分離したところが、なぜ統合できたのか。 

 それこそ、先生おっしゃったように、よく調査し、ヒアリングして分析する必要がある

と思いますけれども、恐らく統合された機能を１つとってしまうことで、例えば支援する

ほうは、措置した後にそれを解除する話になったときに、もっと支援が要るというときに、

措置と解除だけをしているところは、そのときのいろいろな判断を本当にケース主体で見

てくれるのかどうなのか。数が多くなったから、早く措置して解除したほうがいいという

変な発想がそこには入ってこないかどうか、いろいろなことを懸念する材料がふえてくる

のではないかということを心配します。 

○山縣座長 奥山構成員。 

○奥山構成員 基本的に、皆さん、変えたくないのです。みんな、自分のやっていること
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を変えたくない。でも、それで悪いことが起きているというのが専門委員会での議論でし

た。外からの目で話がなされたのです。中から見たら、それは変えたくないでしょう。だ

けれども、それで外から見たら、どうしてそんなに介入を躊躇するのかと言ったら、「だっ

てその後の支援があるのです」という答えが現実に返ってきているのです。だから、皆さ

ん、スーパーソーシャルワーカーの方々をここに集めて、それはかえってよくないよと言

っても始まらないと思うのです。本当に起きている事実なのだから。それが相当話された

ということなのです。 

 子どもを助けるために今、何をすべきかというところで相当の議論がなされて、機能を

分化していくということをやってみないと、この先、進まないのではないかと思います。

そして、先ほどの介助のところは恐らくマネジメントのほうでやる形になるだろうと思う

のですけれども、そういうところに特化していかないと、毎日、一時保護するかしないか

というのと、保護した子どものパーマネンシープランをどうするのだというところが一緒

に本当にできるのかというところを真剣に考えてほしいのです。 

○山縣座長 では。 

○藤林構成員 この、介入とその後の支援のあり方というのは、多分全国の児童相談所で

さまざまなバリエーションがあって、いろいろな議論があって、どこまで初期介入班がや

って、支援班はどこまでやるか、その線引きも児童相談所によってさまざまなのですね。

福岡市においても、以前は初期介入の課が最初の調査から長くケースを持っていて、措置

した施設で大暴れしたケースも持っている時代もあったのですけれども、それは時代によ

ってバリエーションが変化していく。同じ児童相談所でもそうです。 

 最近は、面前DVも非常に増えてしまってその対応に追われているので、ケースを長く持

っていられないのです。これは、本来どうあるべきかというのは置いておいて、初期介入

する、保護するところが、ケースを長く持っているということが現実上、不可能になって

くると、おのずと分業していくということは一つの流れかなと思ったりします。 

 もう一方で、支援マネジメントというか、我々で言えば支援課というところがあって、

ここは長く持っているのが本当にいいのかどうか。区役所にケースを送致していくとか。

実際に社会的養護措置になった場合にも、支援課の地区担当の児童福祉司が非行相談で受

理しながら、長く社会的養護に行っている子どものことまでなかなか手が回らないという

ことがあった。そこで、ここも分業して、３年以上措置になった子どもは一つの係を作っ

てしまったのです。多くのニーズに対応していこうと思うと、ある意味で分業化というか、

セクションを分けていくというのが一つの流れかなと思います。 

 それを先ほど言いましたように、全国の児童相談所、一斉にこれで行こうとは多分なら

ないので、それぞれの児童相談所の歴史とか流れがあるわけですけれども、こういう一つ

の流れがあるというのは提示していってもいいのかなと思います。 

 もう一つ言いたいのは、通告から介入に至る長い経過を、児童相談所の枠を超えて分業

化するという発想もあるわけですけれども、それはもっとソーシャルワーカーが専門化し
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ていって、洗練されていくと、それもあると思いますけれども、まだそこに至っていない

ので、私という所長のもとに、それぞれの分業があって統合していくという役割は、まだ

当分必要かなと思います。 

○山縣座長 完全分離ではなくて、庁内での担当者はあり得る。 

○藤林構成員 セクションに分かれても、所長の私が鳥瞰的に見ているところで、先ほど

言われた、初期はこんなに大変だったのに、そんなに簡単に解除をするのか、みたいなこ

とが言える仕組みがないと、いつの間にか解除されていましたということが起こってしま

うという危惧はある。 

○山縣座長 田中構成員、増沢構成員。 

○田中構成員 今と同じような意見ですけれども、支援される側からして、機関も変わっ

てしまうと、児相に言われて、あそこに支援されに行ってくださいというのに親が乗れる

かということをちょっと考えます。それが機関も分けてしまうことのデメリットとしてあ

るのではないかと思いました。 

○山縣座長 所内の分離はどうですか。 

○田中構成員 それはあり得ると思います。 

○山縣座長 では、増沢構成員。 

○増沢構成員 藤林先生がおっしゃったように、本当に忙しくなって、初期の部分だけで

後の支援に手が回らない。その論議で支援の部分というのは市町村でやってもらおうとい

う論議というのがずっとあって、それはそのとおりだと思いますが、支援と介入というこ

とではなくて、僕の中にあるのは、例えば一時保護したり社会的養護になるようなケース

というのは、一連の統合されたものとして支援もやっていくべきではないかと思うのです。

それはさっき言ったことなのですけれどもね。 

 今、社会的養護は全対応件数の５％強ですね。在宅支援のほうも多いので、そこで児童

相談所の手がとられているとなると、そこは市町村を強化してマネジメントだけれども、

一部の社会的養護のケースというのは重症級なわけですね。要保護児童中の要保護児童な

わけです。そこは一連のものとして、行政措置も含めた支援の大きな統合された流れとし

て扱っていくということが大事だし、社会的養護は何も児相だけではなくて、児相に送致

すると児相のケースになって閉じてしまう市町村もありますね。 

 そんなことをしていてはだめで、それこそ市町村と児相や施設で里親さんと三位一体に

なって推進していくという方向にならなければいけない。そのために、５％の少ない子ど

もたちにこそエネルギーを注いでという意味の機能分化、線引きというのは必要なのかな

と僕は思っています。 

○山縣座長 坂入構成員。 

○坂入構成員 今お話にあったように、児童相談所の中で機能を分けてしまうと、我々市

町村としても引き継ぎが非常にしにくいですね。虐待当初対応、しょせんは人と人のつな

がりなので、お客さんと対策班であり、お客さんと地域班であり市町村であり。そこの人
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のつなぎは非常に難しい。機械的にはできない部分があるのかなと思います。 

 それから、これまでいろいろな事件が起こってきて、何で介入しないの、何で帰してし

まうのだというのがいっぱいあるのですけれども、それは機能だけの問題ではなくて、人

の問題。189もそうですし、面前DVもそうですし、いろいろなケースがどんどん入ってきて

しまって、本当はやりたいのだけれども、じっくり関わりたいのだけれども、関われなく

なってしまっていたという現実があると思います。今回、大幅に児童福祉司の数を増やし

ていただいたのですけれども、確かに問題はありますけれども、問題の解決策として、分

離だけではないのだろうなと思います。 

○山縣座長 田﨑構成員。 

○田﨑構成員 今、私は機能を分けている児童相談所にいるのですけれども、虐待対応チ

ームは虐待がものすごくたくさん入ってきて、きょうはこれとこれをやるという感じ。そ

れも、２人ずつで全部ペアを組んでやっている。このスピードと、そこから支援までとい

うのは、分けているほうからすると結構難しい。これをやらなければいけないけれども、

支援も全部見なければいけない。なので、ここは虐待のこの初期対応のところをやって、

あとは支援につなげる。 

 別に市町村にやっても、それがうまくいかないという感覚は全然ない。それは自分たち

でやっていることで、お互いうまくいっていると思っているところかもしれないですけれ

ども、仕事の種類とか質とか、判断しなければいけない、スピード感とかが大分違うかな

と思います。 

○山縣座長 指定都市と指定都市でない場合は違うのかもしれない。 

 では、鈴木構成員。 

○鈴木構成員 確かに各先生方おっしゃるところであって、初期介入の時点から支援も始

まって、そういうところを経ているからこそ、その後の支援のイメージがわかる、思い浮

かべることができるというのが、児童福祉司としてはそうだなと思います。 

 ただ、特に虐待対応の通告に関する初期介入に関しては、継続的な支援の部分、福祉ベ

ースというのですか、児童相談所が持つもともとの福祉機関としての役割というのは確か

にそこにあるだろうなと思いますけれども、ハード介入というのですか、初期介入のとこ

ろに限界が来ているかなというのは現場としては感じるところで、そこの部分は、初期チ

ームであり、児童相談所の別のチームであり、また別の組織で、支援ベース、福祉ベース

と少し違った部分を分離したほうがいいのではないかと思います。 

○山縣座長 では、影山構成員。 

○影山構成員 今の児童相談所の４割、５割、６割、地域によって違いますけれども、DV

通告がそれだけ増えている中で、そういった部分をある意味で特化させていくことが必要

だろう。本来のケースワークにつながる部分に集中するために、そこのところは少しずつ

中で切り分けていくということは、考え方として、あるいは通告も含めてあるのかなと思

います。介入して一時保護するようなときにも、その子の今後のことを含めて、先を見据



39 

 

えるわけです。そこが、おれの仕事は保護して、もうここまでだよ。後はあなたがやって

ください。こうではないだろう。ここで保護することで、子どもに対してもいろいろな説

明をするわけです。 

 例えば、扱った後に施設に行くこともできるし、場合によっては親御さんと話をする中

で家庭に帰すことだってあるということをしながら、こうやって一時保護をしている。そ

このケースワーク本来の一時保護機能というものも忘れてはいけないだろう。確かに奥山

先生がおっしゃったように、ちゅうちょしてはいけない。それは事実だし、ちゅうちょす

ることは間違いであって、そういう考え方はだめだというところをはっきり打ち出す中で、

一連の流れとして子どもの援助・支援をきちんと考えていく必要があるだろうと思います。 

○山縣座長 安部構成員。 

○安部構成員 先ほどの奥山先生の話がこのワーキングのもともとの話だと思うのですけ

れども、今の児童相談所でいいのかということをもう一回根本から考えましょうと。今の

延長上ではなくて、１年、２年先ではなくて、５年先、10年先の日本の児童福祉のあり方

そのものを、児童福祉というか、児童相談所のあり方を考えましょうという議論だと思う

ので、今やられている、やられていないという話ではなくて、本来何が必要かということ

を考えなければいけないかなと思いました。 

 もう一つ、先ほどこの時間の前に死亡事例の検証のワーキングがあって、正確な数字は

まだ出せないのですけれども、虐待の発見後の対応がうまくいかなかったというよりも、

対応していたけれども、うまくいかなかった。それで死んでしまった割合のほうがすごく

大きくなってきている。発見、それから対応ということよりも、いろいろな機関が関わり

ながら死亡になってしまったという割合が随分増えてきた。 

 つまり、通告は随分上がってくるようになってきたけれども、その対応する市町村なり

児童相談所がまだその認識を、質的・量的な部分、両方あるかもしれませんけれども、初

期対応をどうするかという議論と同時に、アセスメントとか関わりそのものも議論しなけ

ればいけないのかなと思っています。 

○山縣座長 １分だけ時間をください。今まで意見では、前の報告書にある別機関という

人たちは少ない。ほとんど意見が出ていない。ただ、児童相談所の中を機能分化、担当者

を分けるかどうかについては、今、両方の意見がかなり強く出ているというのが、この会

議の認識ではないかと思います。 

 それで、笹川構成員、田﨑構成員。 

○笹川構成員 相談所の中の機能分化、それによって客観的な判断ができて、ある意味で

は専門性も特化していくという有効性はあるかと思います。ただ、それは大きな児童相談

所、職員がたくさんいるという条件つきです。例えば、人口50万人の市があって、児童福

祉司の数でいくと、例えば４万に１人ですから十二、三人いるところと、80万人で１カ所

のところもある、30万人で１カ所のところもある。そうなっていくと、職員数も大きく異

なり、職員数が少ないほど、より機動性が発揮できるソーシャルワーク、機能的に動ける
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という部分もあるかと思います。 

 だから、今の議論の中では、機能的というか、質的な角度から議論を進めているのです

けれども、児童相談所の規模が大きかったらフロアが違ったり、フロアの端と端で情報が

とりにくい。ところが、十五、六人の職員だったら、顔を見て、あうんの呼吸で、すぐ走

れる。このような相談所の規模、職員数の視点も入れないといけないのではないかという

ことを思いました。 

○山縣座長 事務局、さっきの質問のデータは報告できますか。では最後に。今、３人、

田﨑構成員、奥山構成員、藤林構成員から手が挙がっていますので、そのことを踏まえて

意見をいただきたいと思います。 

 では。 

○田﨑構成員 今おっしゃるような規模の違いというのは、本当にあるかなと聞いていて

思いました。ただ、私たち、分けている側からすると、初期対応チームがそこから先のこ

とを別に考えていないわけではないし、初期対応チームがきちんと親とも向き合い、子ど

もとも向き合いでやっているのだけれども、規模の問題はあるかもしれません。すごく専

門性とかスピーディーさとか、ものすごくたくさんのケースをこなしていかなければいけ

ないというところもあるので、今の私たちの規模と虐待の対応件数からすると、１人の人

がずっと持っているというのは逆にすごく難しい感じになっています。 

 以上です。 

○山縣座長 奥山構成員。 

○奥山構成員 基本的に問題があるから機関も分けたほうがいいでしょうという話になっ

たのです。機能だけでいいのだとすれば、その問題が分けずに解決できるのですかという

回答を出さなければいけない。そして、ここの報告書の中で機関を分けずに機能だけ分け

るのは、小さい地域の児童相談所は機能だけにならざるを得ないでしょうということがあ

ったので、機能の分化という形になっているのです。私たち、支援しなければならないか

ら分離しないとか、あるいは分離したら放ったらかしということが絶対起きないように、

今のままでできるのですかというところの回答を出さなければいけないと思います。 

 分化しないのだったら、あるいは機関内分化でいいのだったら、それをどうやって解決

するかという回答を出さなければいけない。 

○山縣座長 藤林構成員。 

○藤林構成員  規模が大きい、小さいとか、業務・通告がいっぱいあるとか、それもあ

るのですけれども、安部先生が言われたように、本来、虐待対応の初期介入とその後の支

援というのは、ソーシャルワークの機能として別物ではないだろうか。それを今まで１人

のソーシャルワーカーがずっとやってきたという形で、今後もやっていくということなの

か、これはもともと別のソーシャルワークなので、それを１人の人間が担うのではなくて、

別に分けることのほうが本来的ではないだろうかという、考え方が根底にあるのではない

かと思います。 
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 それを、ずっとこれでやってきているから、これでいいということでいいのか、５年、

10年後を目指したときに、そこはソーシャルワークの質として分けるべきなのかという、

ここが焦点かなと思いました。 

○山縣座長 さっきの整理はそういうつもりだったのです。過去がそうだから、これとい

う意味ではなくて、将来的に子どものケアにとって、このほうが必要なのだという議論か

どうかという。 

○藤林構成員 本質論はそこにあって、規模とか業務の多い少ないというものではない。 

○山縣座長 では、事務局、先ほどの統計に関して。 

○結城課長補佐 所内で介入・支援を分けている児相というのは、今は全国で４割という

ことでございます。ただ、その内訳がどうかというのはないところでございます。 

○山縣座長 これで最後にしてもらっていいですか。このままやるとずっと会場費が上が

っていきそうなので。 

○相澤構成員 ソーシャルワークをやるために、進行管理をきちんとやるために分化する

ということを考えていくということであれば、分化したときのケースの流れをきちんと把

握しマネジメントするところはどこなのかということを、きちんと検討し決めた上でない

と、それは難しいと思います。その議論もちゃんとしていただいて、分化をするか、しな

いかということもあわせて話をしていただきたいというのが私の考えです。 

○山縣座長 ありがとうございました。 

 まだまだ議論は尽きないのですけれども、お約束の時間、８時になりましたので、これ

で終わらせていただきますが。 

○坂入構成員 すみません。私のほうで先ほど出させていただいた件について、本日は児

童相談所が中心ということになりますので、なかなか扱いづらいかなと思います。市町村

ワーキングのほうで検討していただいたところではあるのですけれども、実際に入ってい

くときの仕事の仕方の部分になりますので、大事なことだと思います。この取り扱いにつ

いて、もう一回御確認いただければいいのかなと思います。 

 既にワーキングに入っておられる方について、こういう趣旨、つまり心理担当支援員に

ついてもアウトリーチを中心にやっていくのだということについて御理解いただくのか、

あるいは別のところで扱っていただくのか、あるいは扱う必要がないのかというところに

ついて、ちょっと御確認いただければと思います。 

○山縣座長 それも含めて、事務局と確認を後でさせていただきます。次回までにその答

えを出せるようにしたいと思います。 

 冒頭に言いましたけれども、新たな報告書に一定反映するということですけれども、今

の段階で言うと、両方の意見があるということまでしか、私としては書きようがないのか

なと思っています。特定のものに集約できた状況ではないので、それぞれメリット、デメ

リットがあるとか、そういうところでお伝えさせていただきたい。 

 今後のスケジュール、これで終わることはできませんので、予定といいますか、イメー
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ジを話していただけますか。 

○結城課長補佐 まず、次回の日程につきましてはまた調整させていただいて、お知らせ

したいと思いますが、きょう、またいろいろな論点をいただきましたので、今後、さらに

深めていくべき論点も御提示いただいたと思いますので、引き続きこのワーキングで順次

議論していただきたいと思っております。 

○山縣座長 ということで、まだ議論は継続するということを少なくとも確認させていた

だきました。 

 では、本当に遅い時間にありがとうございました。御苦労さまでした。 


